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1. バングラデシュの対内直接投資の概要 

 

バングラデシュの対内直接投資は、国別ではシンガポール、英国、アメリカ、ノルウェー、韓国が上

位を占めており、産業別にみると通信、金融、縫製分野が全体の 3分の 1を占めている（表１参照）。

2019 年（1 月〜9 月）の対内直接投資総額は 21億 5,386 万ドル1であった。バングラデシュ政府は 2019

年、投資開発庁（BIDA）や経済特区庁（BEZA）といった投資促進機関にワンストップサービスセンタ

ー（OSS）を設置し、拠点設立に係る手続きの簡素化・円滑化を進めるとともに、海外各国からの投資

誘致の促進を図っている。 

 

表 1：産業別・国別の対内直接投資額（2019 年 1月～9 月、フロー） 

 

（百万ドル） 

 発電 通信 縫製 食品 建設 貿易 金融 その他 合計 

イギリス 7.52 --- 8.64 23.02 0.28 -0.06 37.76 50.52 90.01 

ノルウェー --- 48.00 --- --- --- --- 0.19 2.21 50.40 

アラブ首長

国連邦 
15.07 --- 3.64 -0.84 24.51 1.88 0.11 2.75 47.12 

アメリカ 1.26 -0.01 2.34 0.12 --- 2.12 3.50 35.13 44.46 

香港 0.16 -0.56 15.57 --- --- 3.73 4.24 12.88 36.02 

シンガポー

ル 
4.68 0.20 2.09 0.83 16.59 8.29 0.03 0.46 33.69 

中国 28.80 --- 0.71 0.13 0.34 0.04 --- 3.63 33.65 

インド 7.92 5.05 2.09 1.29 --- 2.32 3.98 5.54 30.54 

オランダ 3.34 --- 0.92 6.76 --- 4.09 -6.05 7.84 16.90 

日本 0.73 1.27 0.50 1.18 0.03 1.32 0.01 4.07 15.35 

韓国 --- --- 17.06 --- 0.05 0.37 2.37 -6.52 13.33 

マレーシア 0.07 13.87 -1.40 --- --- --- --- 0.27 12.82 

スウェーデ

ン 
 7.54 0.19 --- --- --- --- 0.74 8.47 

スイス 0.26 --- 0.74 5.84 --- --- --- 1.48 8.32 

モーリシャ

ス 
7.10 0.25 -0.46 --- --- 0.02 --- 0.60 7.51 

イギリス領

ヴァージン

諸島 

0.19 --- 5.88 --- --- --- --- 0.77 6.84 

デンマーク --- --- 0.58 0.18 --- 0.06 --- 3.80 4.62 

フランス --- --- 0.28 -0.02 --- 0.12 --- 2.69 3.07 

その他 5.34 0.02 10.68 1.89 -3.68 0.04 -26.59 11.23 -0.92 

合計 82.44 75.63 70.05 40.38 38.13 24.34 19.55 139.82 462.20 

（出所：Foreign Investment & External Debt (FIED) Management Cell, Statistics Department, Bangladesh Bank 2019） 

 

                                                      
1 バングラデシュ中央銀行 2019年「Foreign Investment & External Debt (FIED) Management Cell, Statistics Department」  
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2. バングラデシュの投資促進機関 

 

1980 年代初め、政府はバングラデシュの産業発展には民間部門からの投資促進が必要とし、投資誘致

の促進を重要施策として位置付けた。具体的な取り組みの発端となったのは、外国民間投資（促進・保

護）法およびバングラデシュ輸出加工区庁法の制定（1980 年）である。投資促進機関は 7 団体あり、そ

れぞれ支援対象分野が異なる（表 2 参照）。 

 

表 2：投資促進機関一覧 

 

 機関名 支援対象分野 

1 バングラデシュ輸出加工区庁（BEPZA） 輸出加工区（EPZ）内の企業 

2 投資促進庁（BIDA） 全産業（外国からの投資促進全般） 

3 官民連携（PPP）協会 公共インフラ整備 

4 バングラデシュ零細・家内産業公社（BSCIC） 零細・家内産業 

5 バングラデシュ経済特区庁（BEZA） 経済特区（EZ）内の企業 

6 バングラデシュハイテクパーク庁（BHTPA） IT 産業 

7 バングラデシュ投資公社（BIC） 証券分野 

 

輸出志向型企業向けの輸出加工区（EPZ）へ進出する場合はバングラデシュ輸出加工区庁

（BEPZA）、内需型企業および輸出志向型企業向けの経済特区（EZ）に投資する場合には、バングラデ

シュ経済特区庁（BEZA）が窓口となる。EPZや EZ以外に進出する場合は、原則として投資開発庁

（BIDA）へ申請を行う必要がある。各投資促進機関の概要は以下のとおり。 

 

 

 2-1. バングラデシュ輸出加工区庁（Bangladesh Export Processing Zone Authority: BEPZA） 

1980 年制定の「バングラデシュ輸出加工区庁法」に基づき、BEPZA は、輸出手続きを簡素化した投資

環境の整備を目的に輸出加工区（Export Processing Zone: EPZ）を設立・運営している。EPZの入居対象

は輸出志向型企業であり、入居企業は各種インセンティブを受けることができる。EPZ はチョットグラ

ム（1983 年）、次いでダ ッカ（1993 年）に設立され、2020 年 1 月現在、それらに加えウットラ 、アダ

ムジー、コミラ 、イシュワルディ、モングラ、カルナフリ （合計 8か所）にて運営されている 。 

各 EPZには地場企業に加え日本、中国、 マレーシア、台湾、イギリス、マルタ（イタリア）、カナ

ダ、オランダ、ドイツ、英領ヴァージン諸島、インド、シンガポール、パキスタン、ケイマン諸島、ベ

ルギー、デンマーク、フランス、タイ、 スリランカ、インドネシア、韓国、オーストラリア、モーリシ

ャス、アイルランド、アラブ首長国連邦（UAE）、トルコ、ウクライナ、クウェート、ルーマニア、米

国、 香港、スペインなど 36 カ国・地域の企業が進出している。BEPZAのウェブサイト

（https://bepza.gov.bd/guides）にて、最新の情報を確認できる 

 

 

2-2. 投資開発庁（Bangladesh Investment Development Authority: BIDA） 

BIDAは外国企業によるバングラデシュへの投資の促進、国内外の投資家への支援を目的として設立さ

れた機関である。経済のグローバル化に伴い 1989 年、投資誘致促進の専門機関として、バングラデシュ

投資庁（BOI）が発足した。2016 年、BOIと民営化委員会（Privatization Commission: PC）が合併し、

「Bangladesh Investment Development Authority: BIDA」と名称を改め、組織の再編がなされた。BIDAのウ

ェブサイト（http://bida.gov.bd/）では、投資に係る手続きの概要情報などが確認できる。 

https://bepza.gov.bd/guides
http://bida.gov.bd/
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2-3. 官民連携（Public Private Partnership: PPP）協会 

官民連携協会は、国内の公共インフラ整備の開発促進を目的として 2010 年に設立され、政府のマニュ

フェスト「ビジョン 20212」の達成に向けた取り組みを行っている。官民連携協会のウェブサイト

（ https://www.pppo.gov.bd/projects-five-star-hotel-at-zakir-hossen-road-chittagong.php）にて同協会の取り組みなど、最新の

情報を確認できる。 同協会が対象とする分野は以下のとおり。 

 

 

 道路整備・高速道路建設  排水管理 

 大量輸送機関（Mass-transit）  廃棄物管理 

 鉄道  情報通信技術 

 港湾  土地開発 

 空港  石油・ガスなどの生産 

 電気事業  鉱物資源 

 観光  健康・医療 

 灌漑・農業  教育 

 工業団地  公共施設・社会インフラ 

 上下水道事業  地方自治体・農村部開発 など 

 

 

2-4. バングラデシュ零細・家内産業公社（Bangladesh Small & Cottage Industries Corporation: BSCIC） 

BSCIC は、バングラデシュの零細・家内産業の発展を主目的として、1959 年に設立された工業省傘下

の組織であり、同公社はこれまで多くの起業家を生み出してきた。バングラデシュ零細・家内産業公社

のウェブサイト（http://www.bscic.gov.bd）にて、最新の情報を確認できる。同公社による具体的なサービス

などは以下のとおり。 

 

①  BSCIC の主な目的 

 零細・家内産業の生産性の向上 

 雇用機会の創出 

 貧困削減 

 地域の成長 

 人的資源の最適な活用 など 

 

② BSCIC が提供するサービス 

                                                      
2 2021年までに中所得国入りを目指した与党（アワミ連盟）政策（2010年に策定）。 

https://www.pppo.gov.bd/projects-five-star-hotel-at-zakir-hossen-road-chittagong.php
http://www.bscic.gov.bd/
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 起業家へのカウンセリングや各種トレーニングの実施 

 工業団地の設立 

 零細・家内産業の発展に資する各種技術開発 

 零細・家内産業の研究、調査 

 

2-5. バングラデシュ経済特区庁（Bangladesh Economic Zones Authority: BEZA） 

バングラデシュの経済活性化のため、都市開発の遅れている地域にて経済特区を設立、運営すること

を目的とし、2010 年に設立。2020 年 1 月現在、88ヶ所の経済特区およびその候補地がある。経済特区の

インセンティブに関しては第 8章で取り上げるが、BEZA のウェブサイト（http://www.beza.gov.bd/index.php）

にて最新の情報を確認できる。  

 

2-6. バングラデシュハイテクパーク庁（Bangladesh High-tech Park Authority: BHTPA） 

IT 産業の発展と国内外からの投資促進のため、IT 企業向けの工業団地（ハイテクパーク、ソフトウェ

アテクノロジーパーク）、IT トレーニング・イノベーションセンターなどの設立・運営を進めている。

12県 12 ヶ所で建設予定のハイテクパークは、2020年 9月現在、6 ヶ所（Janata Tower（ダッカ/Dhaka）、

Bangabandhu Hi-tech Park（ガジプール/Gazipur）、Sheikh Hasina Software Technology Park（ジョソール

/Jashore）、Bangabandhu Sheikh Mujib hi-tech parks（シレット/Sylhet・ラッシャヒ/Rajshahi）、Software 

Technology Park in Chattogram, and Sheikh Kamal IT training and incubation centres（ボリシャル/Barishal・マ

グラ/Magura））のハイテクパークが建設されている。同工業団地では、下記のような様々なインセンテ

ィブが講じられており、ハイテクパーク庁のウェブサイト（http://bhtpa.gov.bd/）にて、パークに関する最新

情報を確認できる。 

 

 情報システム開発者の所得税免除（12 年間） 

 投資家の所得税免除（10 年間） 

 投資家の配当・株式譲渡などに対する所得税の免除 

 外国人労働者の所得税の免除 

 工業団地内で使用する監視カメラなど、必要機材の輸入関税の免税 

 保税倉庫の設置許可 など 

 

2-7. バングラデシュ投資公社（Investment Corporation of Bangladesh: ICB） 

バングラデシュの証券市場の健全な発展を目的とし、1976 年に設立。株式市場への投資や各種ローン

の提供などを行なっている。バングラデシュ投資公社のウェブサイト（http://icb.gov.bd/zindex.php）にて

最新の情報を確認できる。 

 

バングラデシュへの進出に際しては、各種許可証の取得や納税など、上記の機関以外にも様々な省庁

との連絡調整が必要となる。各省庁・関係機関の関連図は以下の図 1、進出に係る機関は表 3参照。 

   

http://www.beza.gov.bd/index.php
http://bhtpa.gov.bd/
http://icb.gov.bd/zindex.php
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図 1：省庁・関係機関関連図および各機関で取得可能な許可証 
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表 3：バングラデシュ進出に係る省庁などの一覧表 

 省庁・機関名 所在地 
URL 

1 
バングラデシュ輸出加工区庁

（BEPZA） 

BEPZA Complex, House no- 

19/D, Rd No. 6, Green Rd, 

Dhaka-1205 

https://www.bepza.gov.bd/ 

2 バングラデシュ投資庁（BIDA） 

Plot#E-6/B, Agargoan, Dhaka-

1205 http://bida.gov.bd/ 

3 官民連携（PPP）協会 

1st Floor, NGO Affairs Bureau 

Bhaban, Plot: E-13 B Agargaon, 

Shere Bangla Nagar, Dhaka-

1207 

http://www.pppo.gov.bd/ 

4 
バングラデシュ零細・家内産業公社

（BSCIC） 

137-138, Motijheel Commercial 

Area, Dhaka-1000 http://www.bscic.gov.bd/ 

5 
バングラデシュ経済特区庁（BEZA） 

Level 12, Monem Business 

District, 111, Bir Uttam C.R. 

Dutta Road, Karwanbazar, 

Dhaka-1205 

https://www.beza.gov.bd/ 

6 

バングラデシュハイテクパーク庁

（BHTPA） 
ICT Tower (9th Floor), E-

14/X,Agargaon, Dhaka-1207 http://bhtpa.gov.bd/ 

7 バングラデシュ投資公社（ICB） 

BDBL Building (12-15th 

Floors) 8, Rajuk Avenue, 

Dhaka-1000 
http://icb.gov.bd/zindex.php 

8 商業登記所（RJSC） 

House # 1, 6th Floor, TCB 

Bhavan, Kawran Bazar, Dhaka-

1215 
http://www.roc.gov.bd:7781/ 

9 

パスポートオフィス 

（Department of Immigration and 

Passport） 

E-7, Agargaon Shere-E-Bangla 

Nagar, Dhaka-1207 http://www.dip.gov.bd/ 

https://www.bepza.gov.bd/
http://bida.gov.bd/
http://www.pppo.gov.bd/
http://www.bscic.gov.bd/
https://www.beza.gov.bd/
http://bhtpa.gov.bd/
http://icb.gov.bd/zindex.php
http://www.roc.gov.bd:7781/
http://www.dip.gov.bd/
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10 
輸出入管理長官事務所（CCI＆E） 

NSC Tower,Level-15, 

62/3,Purana Palton 

Dhaka-1000 
http://www.ccie.gov.bd/ 

11 
国家歳入庁（NBR） Rajswa Bhaban, Segunbagicha, 

Dhaka-1000 http://nbr.gov.bd/ 

12 
バングラデシュ中央銀行（BB） Annex-II Building), Motijeel 

C/A, Dhaka-1000 
https://www.bb.org.bd/ 

13 

バングラデシュ都市開発公社

（RAJUK） 
Rajuk Bhaban, Rajuk Avenue, 

Motijhil, Dhaka-1000 http://www.rajuk.gov.bd/ 

 
 

3. 優先・奨励産業と輸出補助金（Cash Incentive） 

 

バングラデシュ政府が定める、投資誘致に際しての優先・奨励産業は以下のとおり。 

 

【優先産業】 

 

1. 農業関連事業 

2. 既製服（RMG） 

3. 情報技術（IT）・ソフトウェア 

4. 医薬品 

5. 皮革製品 

6. ライト・エンジニアリング 

7. ジュート製品 

 

【奨励産業】 

 

1. プラスチック 13. 病院・クリニック 

2. 海外労働者派遣 14. 自動車整備 

3. 造船 15. ハンドメイド製品 

4. 船舶整備 16. 電気関連（LED、CFL バルブなど） 

http://www.ccie.gov.bd/
http://nbr.gov.bd/
https://www.bb.org.bd/
http://www.rajuk.gov.bd/
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5. 観光 17. 茶 

6. 冷凍魚介類 18. 種子 

7. 家庭用繊維製品（寝具、カーテン、ハンカ

チ、タオルなど） 

19. 宝石 

8. 再生可能エネルギー（太陽光、風力） 20. 玩具 

9. 医療薬品 21. トイレタリー製品 

10. 薬用植物資源による製薬 22. 香水 

11. リサイクル製品 23. 家具 

12. ポリマー製品の製造 24. セメント 

（出所：Bangladesh Industrial Policy 2016） 

 

 

 

上記の奨励産業に対する主な優遇措置は以下のとおり。 

 

 法人所得税免除（5年間または 7年間3） 

 外国人技術者の所得税免除（3年間） 

 電気料金の非課税（15年間） 

 上場企業の株式譲渡に関するキャピタルゲインの非課税 

 輸入機械やスペアパーツに対する免税 など 

 

また、輸出志向型企業や EPZ 入居企業に対しては、以下の優遇措置が講じられている。 

 

 外国人技術者への所得税免除（3年間） 

 資本および外国人労働者給与（最大 50%）の本国送金の許可 

 外国人投資家の技術支援料の免除 

 外国人労働者への労働許可証（3年間）の発行 など 

 

加えて、一部の輸出産業に対しては輸出補助金（Cash Incentive）の措置が講じられており、対象品目

や金額は、国家予算の発表時（会計決算月の 6月）に中央銀行が毎年通達を発行し、更新している（表 2

参照）。 

 

 

 

 

 

                                                      
3 ダッカ管区とチッタゴン管区は 5年間、その他の管区では 7 年間の免税措置が講じられている。 
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表 2：輸出補助金の措置が講じられている対象品目・事業（2019 年度） 

 輸出対象品目・事業 

FOB 価格

に対する優

遇措置 

1. 
支払い済み関税の還付や、保税倉庫非保有企業（Duty drawback and Duty 

bonds）に対する輸出向けの繊維製品 
4.00% 

2. 【中小企業のみ対象4】衣料品（ニット、オーブン、セーター） 4.00% 

3. 新製品5・新たな市場（アメリカ・カナダ・EU 諸国）向けの既製服 4.00% 

4. ヨーロッパ諸国向けの縫製品 2.00% 

5. 輸出向けの農業製品（野菜・果物）や処理済み（加工）食品 20.00% 

6. 輸出向けの光工学製品 15.00% 

7. 

輸出向けのジュート製品6のうち、 

ア）一般的なもの 

イ）へシアン、CBC から成るもの 

ウ） ジュート製の糸 

20.00% 

12.00% 

7.00% 

8. 医薬品有効成分（API） 20.00% 

9. 100%ハラル肉製品 20.00% 

10. 

エビやその他の魚介類（％は冷凍コンテナ内の氷の積載率） 

（ア）エビ 

20%以下 

20%〜30%以上 

30%〜40%以上 

40%以上 

（イ）その他の魚介類 

20%以下 

20%〜30%以上 

30%〜40%以上 

40%以上 

 

 

10.00% 

9.00% 

8.00% 

7.00% 

 

 

5.00% 

4.00% 

3.00% 

2.00% 

11. 皮革製品（上限は前年と同様） 15.00% 

12. シャバール地区での皮革製品工場やシャバール地区外での皮革製品 10.00% 

13. ジャガイモ 20.00% 

14. ジュートから生成される炭 20.00% 

                                                      
4 中小企業とは、会計年度内での輸出額が 350万ドル未満の企業を指す。 
5 特定の製品に関して、生産ラインに新しく追加された製品が対象。 
6 「ジュート法 2017」に記載されているジュート製品の定義に当てはまる製品が対象。 
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15. 家具 15.00% 

16. キュウリや葉物野菜などの種 20.00% 

17. 線香や香水 20.00% 

18. 蓄電池（HS コード：8507.10 および 8507.20） 15.00% 

19. 合成繊維および合成繊維で作られた履物 15.00% 

20. プラスチック製品 10.00% 

21. 国内生産された紙類 10.00% 

22. 情報技術サービスとハードウェア 10.00% 

23. 船舶 10.00% 

24. 医薬品および医療機器 10.00% 

25. 
ホグラ、わら、サトウキビなどの原料から手作業で作られた製品（ココナッツ

や繊維で作られた製品を含む） 
10.00% 

26. 牛や水牛などの内臓、角、革（骨を除く）などの輸出志向製品 10.00% 

27. 

（ア）ペットボトル 

（イ）ペットボトルの原料となるポリエステルやプラスチックファイバー等

（既存の規制範囲内での支払い） 

10.00% 

10.00% 

28. 太陽電池モジュール 10.00% 

29. バイク 10.00% 

30. 化学薬品 10.00% 

31. 皮革製品など 10.00% 

32. セラミック製品 10.00% 

33. 帽子 10.00% 

34. カニ（冷凍やソフトシェル） 10.00% 

35. 
亜鉛メッキシート/コイル（亜鉛コーティング、アルミニウムコーティング、亜

鉛カラーコーティング） 
10.00% 

（出所：中央銀行発行 FE Circler No. 35） 

 

 

4. 禁止・規制業種 

 

バングラデシュでは、禁止業種 4 種（外国からの直接投資は一切認められていない）と規制業種 22 種

（政府からの特別な許認可が必要とされているが、具体的な規定は明確でないもの）が「国家産業政策

（National Industrial Policy, 2016）」により定められている。これらの業種以外については、原則として外

資による出資比率の制限は無い（独資による進出可能）。規制業種については、出資金額や出資比率の

制限があり、進出の検討の際には、管轄省庁に最新の情報を確認する必要がある。 

 

【禁止業種】 

1. 武器・爆弾・軍用機器 

2. 原子力 
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3. 機械的方法による植林・森林保護地区の木材伐採 

4. 紙幣印刷・造幣 

 

【規制業種】 

1. 深海漁業 12. 衛星放送サービス 

2. 銀行・金融業 13. 航空旅客・輸送業 

3. 保険業 14. 海運業 

4. 電力関連 15. 港湾建設 

5. 天然ガス・石油の調査・採掘・供給 16. IP 電話サービス 

6. 石炭の調査・採掘・供給 17. 沿海部で採取される重金属を利用する産業 

7. その他鉱物資源関連 18. 火薬物製造業 

8. 大規模インフラ事業 19. 酸製造業 

9. 石油の精製・リサイクル 20. 化学肥料製造業 

10. ガス・鉱物資源を原材料として利用する企

業 

21. 産業汚泥および汚泥を原料として利用する企

業 

11. 通信サービス 22. 砕石業 

 

特に「銀行・金融業」と「保険業」の外資規制は厳しく、最低資本金や出資比率に関して明確に規定

されている。 

 

〈銀行・金融業〉 

（1）最低資本金 

銀行業：40 億タカ 

その他金融機関：10 億タカ 

 

〈保険業〉 

（1）最低資本金 

一般保険業：4 億タカ 

生命保険業：3 億タカ 

その他特殊保険業：1,500 万タカ 

 

（2）出資比率 

外資企業が 60%の出資比率を有すること。 
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5. バングラデシュへの進出形態 

 

 

大きく現地法人（独資または合弁）、支店、駐在員事務所の 3 つの形態があり、支店と駐在員事務所

の事業内容は、本国の親会社の事業内容に追随するものでなければならない。現地法人は、「株式有限

責任会社」「保証有限責任会社」「無限責任会社」に分類され、さらに公開・非公開企業へと細分化さ

れる。 

 

 

 

 

 

表 3：バングラデシュにおける現地法人の分類 

現地法人の分類 定義 

株式有限責任会社

（Company Limited by 

Shares） 

非公開会社（Private Limited 

Company） 

株式譲渡の制限があり、株主数は 2名〜50名以下とされ

ており、取締役人数 2名以上の任命などの規定のある会

社（会社法 90条）。 

公開会社（Public Limited 

Company） 

株主人数が 7名以上で上限はなく、取締役人数 3名以上

の任命などの規定のある会社（会社法 90条）。 

保証有限責任株式会社（Company Limited by 

Guarantee） 

定款で定められた規定に従って、会社の清算時に、株主

（または 1年以内に株主であった者）が会社財産に対し

て一定金額の保障を負う会社（会社法 7条）。 

無限責任株式会社（Unlimited Company） 
株主が会社の責務に対して、無限責任を負う必要がある

会社（会社法 8条）。 

（出所：「バングラデシュ会社法 1994」） 

 

また、各進出形態の特徴は以下の一覧表（表 4）参照。 

 

表 4：進出形態の一覧表 

 項目 現地法人 支店 駐在員事務所 

1 会社名 

商業登記所にすでに登録さ

れている会社名でなけれ

ば、特に規定はない。 

親会社と同名。 親会社と同名。 

2 事業継続可能期間 
閉鎖手続きを行うまでは永

遠に継続される。 

開設後 3年で更新、そ

の後 2年毎の更新手続

きが必要となる。 

開設後 3年で更新、そ

の後 2年毎の更新手続

きが必要となる。 

3 法的な位置付け 

独立した事業体としての法

的な投資としての位置付

け。 

親会社の事業展開の一

部としての投資であ

り、独立した事業体で

はない。 

本社との連絡拠点とし

ての一時的な事業所と

しての扱い。 

4 
事業に対する親会社の

責務 
親会社の責務はない。 親会社の責務。 親会社の責務。 

5 初期投資 

投資金額に関する規定は特

にないが、外国人労働者が

ワークパーミットを取得す

最低 5万ドルまたは、6

ヶ月間の運営費。 

最低 5万ドルまたは、6

ヶ月間の運営費。 
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る場合は、最低 5万ドルの

振込みが必要。 

6 営業活動 

いかなる営業活動（定款に

登録した事業）も行うこと

ができる。 

BIDAの許可を取得すれ

ば営業活動を行うこと

ができる。 

営業活動は禁止されて

いる。 

7 事業内容の許容範囲 

親会社の事業内容と類似の

事業や全く違う事業も行う

ことができる。 

親会社の事業内容と同

様の事業を行うことが

できる。 

市場調査や実行可能性

調査、業務調整などの

事業を行うことができ

る。 

8 収入源 

定款に登記した事業内容と

関連した活動により、バン

グラデシュでの収入を得る

ことができる。 

BIDAからの許可を取得

した場合、バングラデ

シュでの収入を得るこ

とができる。 

現地で収入を得ること

はできず、親会社から

の送金による収入で運

営することができる。 

9 事務所賃貸契約 

商業ビル（バングラデシュ

首都整備庁（RAJUK）によ

る許可証を所有している物

件）での事業が可能であ

る。 

商業ビル（バングラデ

シュ首都整備庁

（RAJUK）による許可

証を所有している物

件）での事業が可能で

ある。 

商業ビル（バングラデ

シュ首都整備庁

（RAJUK）による許可

証を所有している物

件）または居住ビルで

の事業が可能である。 

10 営業に必要な許可証 

登記簿謄本、定款、付属定

款、納税識別番号証明証

（TIN）、営業許可証

（Trade License）、付加価値

税事業者登録証、それぞれ

の事業に関連した許可証 

BIDA登録証、納税識別

番号証明証（TIN）、営

業許可証（Trade 

License）、付加価値税

事業者登録証 

BIDA登録証、納税識別

番号証明証（TIN）、付

加価値税事業者登録証 

11 銀行口座開設 

資本金の振込のために仮口

座を開設。事業運営に必要

な許可証の取得後、改めて

本口座の開設手続きが必要

となる。 

事業運営に必要な許可

証の取得後、銀行口座

を開設できる（仮口座

開設は不要）。 

事業運営に必要な許可

証の取得後、銀行口座

を開設できる（仮口座

開設は不要）。 

12 
拠点開設までの一般的

な所要時間 
約 3ヶ月 約 2ヶ月 約 2ヶ月 

13 従業員 

外国人従業員 1名に対し、

現地従業員 5名の雇用が必

要となる。また、製造業は

外国人従業員 1名に対し、

20名の現地従業員の雇用が

必要となる。 

外国人従業員 1名に対

し、現地従業員 5名の

雇用が必要となる。 

外国人従業員 1名に対

し、現地従業員 5名の

雇用が必要となる。 

14 海外送金 

配当またはローン返済（※

条件あり）としての送金が

可能。 

原則不可だが、BIDAか

らの許可を取得した場

合、可能。 

原則不可。 

15 法人税 納税義務あり。 納税義務あり。 納税義務なし。 

16 年次会計監査 
歳入庁（NBR）への提出が

必須。 

歳入庁（NBR）への提

出が必須。 

任意で、歳入庁

（NBR）へ提出ができ

る。 
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6. 現地法人の設立手続き 

 

 

バングラデシュにおける現地法人とは、バングラデシュ会社法（Bangladesh Company Act, 1994）に基

づき、商業登記所（RJSC）に登記された企業である。所定の書式に従い定款を作成し、現地での事業内

容（親会社との事業の関連性は問われない）を決定する。現地法人に関して、EPZや EZ外の進出日系企

業は「非公開株式有限責任会社」が一般的であるため、本レポートでは、主にその設立手続きについて

掲載する。設立にかかる期間は、およそ 2〜4 ヶ月程度が一般的だが、バングラデシュでは様々な理由に

より、想定していた以上に日数を要するケースもあるため、あらかじめ考慮する必要がある。 

 

 

表 5：現地法人設立手続きの手順、所要日数 

 手順 所用日数 備考欄 

1 会社名の決定と登録 3日営業日 

希望する会社名を商業登記所ウェブサイト

（http://app.roc.gov.bd:7781/psp/homeframe?p_user_id=）

で登録できる。 

2 
基本定款（MOA）と付属定

款（AOA）の作成 
5日営業日 

会社法1994年の雛形に基づき事業内容や取締役員を決

定し、作成する。 

3 銀行仮口座の開設 15日営業日 資本金送金のために、仮口座を開設する。 

4 資本金の振込み 1日営業日 
2名以上の株主それぞれの銀行口座から外貨（USDま

たはJPY）で送金する必要がある。 

5 
換金証明書（Encashment 

Certificate）の取得 
5日営業日 

換金証明書（付録30）取得依頼とフォームC（付録

31）を提出し、取得する必要がある。 

6 
商業登記所（RJSC）への登

記 

20〜25日営業

日 

作成した基本定款（MOA）、付属定款（AOA）をオ

ンラインで提出する。 

7 定款サインページの署名 1日営業日 
基本定款（MOA）、付属定款（AOA）に株主、フォ

ーム9（付録4-2）の署名欄に全取締役の署名が必要。 

8 
営業許可証（Trade 

License）取得 
5日営業日 

事業活動を行うために必要な許可証であり、管轄の市

役所から取得する。  

9 
納税識別認識番号証明証

（TIN Certificate）取得 
3日営業日 

国家歳入庁（NBR）サイト内でオンライン申請し、必

要書類を提出し取得する。 

10 

付加価値税の事業者登録証

（VAT Registration 

Certificate）取得 

5日営業日 
国家歳入庁（NBR）サイト内のオンライン申請で取得

する。 

11 BIDAの登録証取得 20日営業日 
必要書類を提出後、BIDA月例役員会議にて審議が行

われ、許可が下りれば申請完了となる。 

10 銀行本口座の開設 15日営業日 仮口座開設時と同様の手続きを再度行う必要がある。 

11 
商工会議所や関連団体への

加盟・会員登録 
20日営業日 

加盟手続きは商工会議所や関連団体によって異なるた

め、管轄団体に確認が必要である。 
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12 輸入許可証（IRC）取得 15日営業日 

2019 年からオンライン申請が可能だが、システムト

ラブルなどの問題もあり、所用日数がかかる場合もあ

る。 

13 輸出許可証（ERC）取得 15日営業日 

2019 年からオンライン申請が可能だが、システムト

ラブルなどの問題もあり、所用日数がかかる場合もあ

る。 

 

 

6-1. 会社名登録 

希望する会社名を商業登記所ウェブサイト（http://app.roc.gov.bd:7781/psp/homeframe?p_user_id=）で登録すること

ができる。希望の会社名と同名の企業がすでにバングラデシュに存在しているかどうかも、同サイトか

ら確認できる。会社名の登録有効期間は 1 ヶ月間であるため、必要書類等を十分に準備してから登録を

行うと、会社名登録有効期限内に、効率的に手続きを進めることができる。会社名の登録が完了する

と、商業登記所から会社名登録証明書（付録 1）が発行される。 

 

 

6-2. 基本定款（MOA）、付属定款（AOA）の作成 

商業登記所指定の書式にて、基本定款（MOA）（付録 2）と付属定款（AOA）（付録 3）を作成す

る。いくつかの項目（「事業内容」「資本金額」「出資比率」など）以外は、バングラデシュの会社法

で定められている内容であるため、付録と同様の内容で提出することができる。草案の作成後、取締役

員（株主）の署名ページ（付録 4）に署名が必要となる。 

 

 

6-3. 銀行口座開設手続き 

必要書類は銀行によって異なるため、取引先銀行に確認する必要がある。また、バングラデシュ中央

銀行の規制等の改定によっても必要書類や手続き内容が変更になる可能性もあるため、最新情報の入手

が重要である。銀行手続きに関する署名者は、銀行窓口にて署名を行う必要があるため、外国人が署名

者になる場合は、事前に渡航日程を検討する必要がある。表 6 に示した銀行口座開設における必要書類

は、Prime Bank Limited（https://www.primebank.com.bd）（三菱 UFJ 銀行との覚書締結銀行）で口座開設

手続きを行う場合の参考である。 

 

表 6：現地法人設立のための銀行口座開設必要書類一覧 

 必要書類名 

部数 親会社レター

ヘッドへの印

刷 

署名 

原本 
白黒コ

ピー 

仮口座開設 

1 会社名登録証明書（付録1） 1 - - 銀行手続き署名者 

2 

基本定款（MOA）（付録2）と

附属定款（AOA）（付録3）の

草案 

1 - - 銀行手続き署名者 

3 
銀行口座開設のための取締役会

決議書（付録5） 
1 - ○ 代表者 

4 
銀行口座開設申請フォーム（付

録6） 
1 - - 銀行手続き署名者 

http://app.roc.gov.bd:7781/psp/homeframe?p_user_id
https://www.primebank.com.bd/
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5 銀行管理者の証明写真 2 - - - 

6 
銀行管理者を含む取締役員全員

のパスポートコピー 
- 1 - - 

7 

親会社の定款および登記簿謄本 

（在日バングラデシュ大使館か

らの承認を取得） 

  -  

本口座開設 

8 
銀行口座開設のための取締役会

決議書（付録5） 
1 - ○ 銀行手続き署名者 

9 
基本定款（MOA）（付録2）と

附属定款（AOA）（付録3） 
- 1 - 代表者 

10 
商業登記所（RJSC）登記承認証

（付録7） 
- 1 - 代表者 

11 フォーム127（付録8） - 1 - 代表者 

12 BIDAの登録許可証（付録9） - 1 - 代表者 

13 銀行管理者委任状（付録10） 1 - ○ 代表者 

14 営業許可証（付録11）   -  

15 納税識別番号証明証（付録12） - 1 - 代表者 

16 事務所賃貸契約書（付録13） - 1 - 事務所駐在員 

17 
労働許可証 （取得後に後日提出

可能） 
- 1 - - 

 

 

6-4. 営業許可証（Trade License）取得の必要書類一覧 

営業活動を行う拠点を対象としたものであり、駐在員事務所は申請の必要性が無い。BIDA登録済みの

事務所所在地の管轄市役所から取得する必要があり、1 ヶ所の住所に対して 2種類の営業許可証を取得す

ることができる。また、拠点が複数ある企業の場合、同じ企業名で、拠点ごとに別の種類の営業許可証

を取得することも可能である。 

 

表 7：営業許可証取得の必要書類一覧 

 必要書類名 

部数 

署名 

原本 
白黒コピ

ー 

1 申請書（付録14） 1 - 事務所駐在員 

2 BIDAの登録許可証（付録9） - 1 事務所駐在員 

4 事務所駐在員の証明写真 - 2 - 

                                                      
7 商業登記所への登録を行った際、商業登記所より受け取る取締役に関する詳細事項が記載された書類 
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5 
事務所駐在員のパスポートコピー

（VISAページ含む） 
- 1 - 

6 事務所賃貸契約書（付録13） - 1 事務所駐在員 

7 事務所賃貸料支払い領収証 - 1 - 

8 

事務所賃貸物件の都市開発公社

（RAJUK）登録証明証（駐在員事務所

以外）（付録15） 

- 1 - 

 

 

6-5. 納税識別番号証明証（TIN Certificate）取得手続き 

国家歳入庁（NBR）のウェブサイト（http://secure.incometax.gov.bd/TINHome）よりオンライン申請し、その後

必要書類を NBR に提出することによって取得できる。必要書類には、事務所駐在員の署名と会社印の押

印が必要である。 

 

表 8：納税識別番号証明証取得に必要な書類一覧 

 必要書類名 

部数 

署名 

原本 
白黒コ

ピー 

1 事務所駐在員の証明写真 3 - - 

2 
事務所駐在員のパスポートコ

ピー 
- 1 事務所駐在員 

3 RJSC申請書類一式  - 1 事務所駐在員 

 

 

6-6. 付加価値税事業者登録証（付録 16）取得の必要書類一覧 

下記のウェブサイト（https://vat.gov.bd/sap/bc/ui5_ui5/sap/zmcf_pri/index.html#/Welcome）に必要情報を入力して申請

することができる。申請の際には、銀行の使用状況を確認するために、銀行明細表の提示が求められ

る。 

 

6-7. バングラデシュ投資開発庁（BIDA）登録許可証取得手続き 

2019 年より、BIDAワンストップサービスによる申請手続きが可能となった。まず、BIDAウェブサイ

ト（https://bidaquickserv.org）にアクセスし、同サイト内で個人アカウントを作成する。その後、必要事項や

必要書類をオンライン上で登録し、申請が完了する。同サイトの使用マニュアル（User Manual: One Stop 

Service(OSS), Electronic Services for Investors）は同サイトからダウンロードすることができ、海外からで

も容易に手続きを進められるようになった。それぞれのサンプル資料は、同章末付録に収録している。 

 

表 9：現地法人設立における BIDA登録申請に関する必要書類一覧 

 必要書類名 

部数 親会社レター

ヘッドへの印

刷 

署名 
原本 

白黒コ

ピー 

1 BIDA申請書（付録17） 2 - - 代表者 

http://secure.incometax.gov.bd/TINHome
https://vat.gov.bd/sap/bc/ui5_ui5/sap/zmcf_pri/index.html#/Welcome
https://bidaquickserv.org/
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2 BIDAへの許可申請依頼レター（付録18） 1 - ○ 代表者 

3 
基本定款（MOA）（付録2）と附属定款（AOA）（付

録3） 
- 1 - 代表者 

4 商業登記所（RJSC）登記承認証（付録7） - 1 - 代表者 

5 フォーム12（付録8） - 1 - 代表者 

6 
親会社の取締役員全員の名前と国籍のリスト（付録

19） 
1 - ○ - 

7 
輸入・現地調達予定の機械設備・材料等リスト（付録

20） 
1 - ○ 代表者 

8 営業許可証（付録11） - 1 - 代表者 

9 納税番号識別証明証（添付12） - 1 - 代表者 

10 代表者・社長の証明写真（パスポートサイズ） 3 - - 
代表者

（裏面） 

11 
代表者・社長のパスポートとVISAページ（代表者・社

長がベンガル人の場合は、国民IDカード） 
- 1 -  

12 事務所賃貸契約書（付録13） - 2 - 代表者 

13 新会社の活動内容（付録21） 2 3 ○ 代表者 

 
 

6-8. 商工会議所や関連団体への加盟・会員登録手続き 

商工会議所に加盟することにより、経済や政策に関する最新情報を入手できるだけでなく、それぞれ

の産業における優遇措置を受けられ、また輸出入許可証を取得できるといった利点がある。加盟手続き

は商工会議所や関連団体によって異なるため、管轄団体に確認が必要である。例えば、日本バングラデ

シュ商工会議所の会員登録のための必要書類は下記の表 10 に示した通りである。 

 

表 10：日本バングラデシュ商工会議所（JBCCI）加盟に必要な書類一覧 

 必要書類名 

部数 

署名 

原本 
白黒コピ

ー 

1 会員登録申請書（付録22） - 1 代表者 

2 JBCCI登録費の領収書   - 

3 
基本定款（MOA）（付録2）と附属定

款（AOA）（付録3） 
- 1 代表者 

4 
商業登記所（RJSC）登記承認証（付

録7） 
- 1 代表者 

5 フォーム12（付録8） - 1 代表者 

6 労働許可証 - 1 - 

7 納税識別番号証明証（付録12） - 1 代表者 
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8 
金融機関からのソルベンシー証明証

（付録23） 
- 1 代表者 

9 代表者の証明写真 - 3 - 

10 
全取締役員のパスポートコピー

（VISAページを含む） 
- 1 - 

11 代表者の名刺 - 1 - 

 

 

6-9. 輸出入許可証（ERC/ IRC）（付録 23・24）取得手続き 

輸出入管理庁（CCI＆E）が管轄している許可証であり、輸出入事業を行う企業は取得する必要があ

る。確認のために書類の原本を提示したり、追加書類の提出を指示されたりすることもあるため、取得

前に管轄機関に確認すると良い。 

 

表 11：輸出入許可証（ERC/IRC）取得に必要な書類一覧 

 必要書類名 

部数 親会社レ

ターヘッ

ドへの印

刷 

事務所レ

ターヘッ

ドへの印

刷 

署名 

原本 

白黒

コピ

ー 

1 申請書（付録25） 1 - - - 代表者 

2 申請登録料領収証 - 1 - - 代表者 

3 申請依頼レター 1 - - ○ 代表者 

4 

基本定款（MOA）（付録2）

と附属定款（AOA）（付録

3） 

- 1 - - 代表者 

5 
商業登記所（RJSC）登記承認証

（付録7） 
- 1 - - 代表者 

6 フォーム12（付録8） - 1 - - 代表者 

7 営業許可証（付録11） - 1 - - 代表者 

8 
納税識別番号証明証（付録

12） 
- 1 - - 代表者 

9 
金融機関からのソルベンシ

ー証明証（付録23） 
- 1 - - 代表者 

10 
商工会議所会員証明証（付

録26） 
- 1 - - 代表者 

16 
担当者の任命通知（付録

27） 
1 - ○ - 代表者・担当者 

11 代表者の証明写真 2 - - - - 

12 
全取締役員のパスポートコ

ピー（VISAページを含む） 
2 - - - - 

13 
労働許可証（取得手続き中

の場合は、後日提出） 
- 1 - - - 
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14 
従業員一覧/組織図（付録

28） 
- 1 - ○ 代表者 

15 
事務所賃貸契約書（付録

13） 
- 1 - - 代表者 
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（付録 1）会社名登録証明書（サンプル） 

 

INCHARGE OF PERSON

OFFICE ADDRESS

NUMBER DATE OF ISSUE

NUMBER DATE

INCHARGE OF PERSON
COMPANY

NAME

DATE
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（付録 2）基本定款（MOA）（サンプル）１／４ 

 

This document is digitally signed. Please find the soft copy to verify the signature.

TH E COM PAN I ES ACT, 1 9 9 4
( ACT XVI I I  OF 1 9 9 4 )

A                                     LI M I TED BY SH ARESPRI VATE COM PAN Y

M EM ORAN DUM  

&

ARTI CLES OF ASSOCI ATI ON

OF

Ven t u r as H R Ag en cy  Lt d .

Issue No. 153116 Date:27/11/2019NUMBER DATE

COMPANY NAME

QR CODE
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（付録 2）基本定款（MOA）（サンプル）２／４ 

 

This document is digitally signed. Please find the soft copy to verify the signature.

TH E COM PAN I ES ACT, 1 9 9 4

( ACT XVI I I  OF 1 9 9 4 )

PRI VATE COM PAN Y

M EM ORAN DUM  OF ASSOCI ATI ON

OF

Ven t u r as H R Ag en cy  Lt d .

I .  The name of the company is Ven t u r as H R Ag en cy  Lt d .

I I .  The registered office of the company shall be situated in Bangladesh

I I I . The objects for which the company is established are all or any of the following (all

objects will be implemented after obtaining necessary permission from the
Government/concerned authority/competent authority before commencement of the
business):

To carry on the business of Recruiting agent, Traveling agent and Manpower export
on International level obtaining required admitted from relevant authorities &
entering into agreement with different foreign countries. To teach
Japanese/Foreign Language and recruit IT Engineer, Medical Doctor, Nurse and
other professionals according to demand of Japanese/Foreign Companies of
different foreign countries and also National companies.
To carry on the business / profession of consultants / suppliers/ providers of all
types of man power such as permanent, contractual, skilled / unskilled, trained
labor / staff / managerial personnel and act as Placement agent/ employment agent
or recruitment agent.
To carry on the business of consultancy i.e. Providing Manpower placement,
Consultancy and Recruiting, Selecting, Interviewing, Training and Employing all
types of Executives, Middle Management Staff, Junior Level Staff, Workers,
Laborers, Technical intern, Highly Skilled/Skilled/Semi skilled/Unskilled etc. by itself,
and with or in cooperation with local and international partners.
To act as an agent, dealer, representative of any company, corporate body
engaged in the business of Manpower and allied fields and to enter into any
arrangement with government or local authority or legal bodies, corporation that
may seem conducive to the Company objects or to obtain from any such authority,
right, sanctions, concessions, licenses, privileges, permissions and all other right.
To design, develop, conduct, provide, sponsor or otherwise establish courses,
curriculum, seminars, and conferences in the respect of Professional training and
Skill development (i.e. IT programming, IT skills, Language course and training) and
knowledge attributed to the related industry. To design, develop, conduct,
organize and sponsor the full range of events by itself, and with or in cooperation
with local and international partners.
To provide full range of Recruitment, HR matching service, HR Outsourcing, Web
portal for job posting and liberties, market research, business management,
database and other programs related thereof, to conduct training, lectures,
seminars, to teach or impart skills and knowledge, according to the demand of the
foreign companies whatsoever which the Company may think fit.
To carry on the business of assisting general passengers both Local Tours and
Overseas Tours, Hotel Booking, Visa Processing, Car Rental, Air Ticketing and
organizers of Bangladesh and foreign travels by air, land, sea and river. To carry on
the business as buyers sellers,  commission agents, indenters for ticketing for air
tickets, bus, train, cargo, ships helicopter and other carrying services and allied
business. To carry on all agency business and to take over or to take part in the
managements, supervision or control of any other company, association, firm or
business.
To attain the business objectives company may enter into Partnership, Joint-
venture, take over or Amalgamate with any other company and also to take Loans
from Bank/other Financial Institutions  in such a manner as may company thinks fit.

1

2

3

4

5

6

7

8

A                                            LI M I TED BY SH ARES

COMPANY NAME

COMPANY NAME

BUSINESS DETAILS/COMPANY ACTIVITIES

QR CODE
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（付録 2）基本定款（MOA）（サンプル）３／４ 

 

This document is digitally signed. Please find the soft copy to verify the signature.

To mortgage the property and assets of the company as securities for loans and/or
any credit facilities to be given to any associate company or companies or third
party and also to give guarantee securing liabilities of such associate company or
companies and/or third party.

9

I V . The liability of the members of the company is limited by shares

The Authorized Share Capital of the Company is TK. 10000000 ( One Crore  ) divided
into 100000 ( One Lac  ) Ordinary Shares of TK 100 ( One Hundred  ) each with power
to increase or reduce the capital and to divide the shares into different classes and to
attach thereto any special right or privileges or conditions as regards dividends,
repayment of capital, voting or otherwise or to consolidate or sub-divide the shares.

V. 

QR CODE

NUMBER

NUMBERNUMBER
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（付録 2）基本定款（MOA）（サンプル）４／４ 

 

This document is digitally signed. Please find the soft copy to verify the signature.

We, the several persons, whose names addresses are subscribed below are desirous of
being formed into a company in accordance with this M em o r an d u m  o f  Asso cia t io n  and
we respectively agree to take the number of shares in the capital of the company set
opposite to our respective names. 

N am e :   Yo r ik o  Ued a

N am e :   Tar eq  Ra f i  Bh u iy an

N am e :   M o m t azu d d in  Bh u iy an

Father's Name :  Ueda
Mother's Name :  Kuniko Ueda
Address :  Flat 1B, House 22, Road 119,
Gulshan- 2, Dhaka
Date of Birth : 13-JAN-83
E-mail :  uedayoriko0113@gmail.com
Phone :  8801793312006
TIN : 
NID/Passport No. :  TK9943973
Nationality : Japanese

Father's Name :  Momtazuddin Bhuiyan
Mother's Name :  Kazuko Bhuiyan
Address :  Unique Garden, Apt C5, House 36,
Road 63, Gulshan 2, Dhaka
Date of Birth : 05-JAN-76
E-mail :  tbhuiyan@newvision-bd.com
Phone :  8801713079617 
TIN : 781570917647
NID/Passport No. :  2699040694652
Nationality : Bangladeshi

Father's Name :  Late Zubaid Ali Bhuiyan
Mother's Name :  Late Ayesha Khanom
Address :  A-1/5 Kalindi apartment, 36 Indira
Road, Tejgaoan, Dhaka
Date of Birth : 20-FEB-45
E-mail :  mbhuiyan19@gmail.com 
Phone :  8801714011721
TIN : 158647503974
NID/Passport No. :  4178841799
Nationality : Bangladeshi

Managing
Director

Chairman

Director

7937
( Seven

Thousand
Nine

Hundred
Thirty
Seven
shares)

7000
( Seven

Thousand
shares)

5000
( Five

Thousand
shares)

1

2

3

sd/-

sd/-

sd/-

Name  Position No. of
Shares
Taken

SL
No.

Signature
of

subscribers

W it n ess 1 W i t n ess 2

Name   :

Address:

Md. Waliur Rahman Arif Mahmud 

Plot No- 97/A (6th and 7th floor),
Road No- 25, Block-A, Banani,
Dhaka

Phone  : 01761164713

NID    : 3258544604

Plot No- 97/A (6th and 7th floor), Road
No- 25, Block-A, Banani, Dhaka

01732724548

19909113817000121

Phone  :

NID    :

Name   :

Address:

QR CODE

NAME
FATHER’S NAME
MOTHER’S NAME
ADDRESS
DATE OF BIRTH
E-MAIL
PHONE
TIN
PASSPORT NO.
NATIONALITY

NAME
FATHER’S NAME
MOTHER’S NAME
ADDRESS
DATE OF BIRTH
E-MAIL
PHONE
TIN
PASSPORT NO.
NATIONALITY

NAME
FATHER’S NAME
MOTHER’S NAME
ADDRESS
DATE OF BIRTH
E-MAIL
PHONE
TIN
PASSPORT NO.
NATIONALITY

NUMBER OF 

SHARE

NUMBER OF 

SHARE

NUMBER OF 

SHARE

NAME
ADDRESS
PHONE
PASSPORT NO.

NAME
ADDRESS
PHONE
PASSPORT NO.
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（付録 3）附属定款（AOA）（サンプル）１／８ 

 

 

 

This document is digitally signed. Please find the soft copy to verify the signature.

TH E COM PAN I ES ACT, 1 9 9 4

( ACT XVI I I  OF 1 9 9 4 )

PRI VATE COM PAN Y

ARTI CLES OF ASSOCI ATI ON

OF

Ven t u r as H R Ag en cy  Lt d .

1.

2.

3.

4.

5.

6.

The regulations contained in First schedule of the Companies Act, 1994 with respect
to such provisions as are applicable to Private Limited Companies shall apply so far
only as they are not negative by or are not contained in the following articles or any
other Articles that may from time to time be framed by the Company.

a) Act means the Companies Act, XVIII of 1994 as amended from time to time. b)
ARTICLES means the Articles of Association of the Company as originally framed or
as may be altered from time to time by a special Resolution. c) AUDITOR means the
person for the time being performing the duties of the Auditor of the Company within
the meaning of section 210, 211, 212 and 213 of the Companies Act, 1994. d)
Company means the Venturas HR Agency Ltd. e) MEMBER means the subscriber of
the Memorandum of Association and any other person who becomes a share holder
of the Company. Office means the Registered Office of the company for the time
being. f) SEAL means the common seal of the Company. g) SPECIAL RESOLUTION
and EXTRA ORDINARY RESOLUTION have meaning assigned thereto respectively by
section 87 of the Act. THE REGISTER means the register of Members to be kept
pursuant to section 34 of the Act, 1994.

The Company is a Private Limited Company within the meaning of Section 2 (1)
clause (q) of the Companies Act, 1994 and accordingly the following shall apply: (i)
No invitation shall be issued to the public to subscribe for any share or debenture of
the Company (ii) The number of Members of the Company (exclusive of the persons
on the employment of the Company) shall be limited to fifty. Provided that for the
purpose of this provision when two or more persons hold one or more shares jointly
in the Company, they will be treated as a single member and (iii) the right to
transfer of shares of the Company is restricted in the manner and to the extent
hereinafter provided.

The business of the company shall include the several objects expressed in the
Memorandum of Association or within its scope and meaning and all matters
incidental thereto or any one of them as the Directors in their discretion shall think
fit.

The Authorized Share Capital of the Company is TK. 10000000 ( One Crore  ) divided
into 100000 ( One Lac  ) Ordinary Shares of TK 100 ( One Hundred  ) each with the
Company having the power to increase and reduce the capital and to divide the
shares in the capital for the time being into several classes as may be provided by
these articles.

SHARES: Subject to the provisions of these Articles, any share in the Company may
be issued with such preferred, deferred or other special rights, or restrictions,
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9.

10.

11.

12.

whether in regard to dividend, return of share capital or otherwise as the Company
may from time to time determine. The shares shall be under the control of the
Directors who may allot or otherwise dispose of the same to such persons and on
such terms and conditions as they may think fit.

The Company shall have the power to create and issue preference shares, carrying
a right to redemption out of profits or out of proceeds of fresh issue of shares made
for the purpose of such redemption, or out of sale proceeds of any property of the
Company or liable to be so redeemed at the option of the Company and the
Directors may, subject to the provisions of Section 154 of the Act, exercise such
power in any manner as they may think fit.

A share is the interest of a shareholder in the company measured by a sum of
money, for the purpose of liability in the first place, and of interest in the second,
but also consisting of a series of mutual covenants entered into by all the
shareholders between themselves in accordance with section 30 of the Act, 1994.
Generally, there are two broad classes of shares - ordinary shares and preference
shares. Preference shares, as the name suggests, are shares that confer some
preference on the holders of those shares. That preference may be in the form of
dividends or return of capital. The terms of a preferential share may provide that
the holders of those shares are entitled to a particular rate of dividend before any
dividends may be paid to holders of ordinary shares. In the Companies Act, 1994,
some other classes of shares such as Deferred Shares, Redeemable Shares and
Bonus Shares.

The Certificate of title to share and duplicate thereof whenever necessary shall be
issued to the members under the common seal of the company and shall be signed
by the Directors of the Company. If any share certificate is defaced, worn out,
destroyed or lost, it may be re-issued on such evidence being produced and such
indemnity (if any) being given as the Directors require and (in case of defacement or
wearing out) on delivering of the old certificate and on payment of such sum not
exceeding Tk. 5.00 as the Directors may from time to time determine.

Directors may from time to time, make call upon the members in respect of any
money remaining unpaid on the shares held by them and no call shall be less than
twenty five percent of  the nominal value of the share and each member shall
subject to receive fourteen days¿ notice specifying the place and time of the
payment, pay to the company the amount called on his shares at the time and
place so specified on the notice , if the requirement of the notice as aforesaid is not
complied with any shares in respect of which the notice has been given may at any
time thereafter be forfeited by a resolution of the Board of Directors to that effect.

The forfeited share may be sold or otherwise disposed of in such manner as the
Directors may think fit and at any time before sale or disposal, the Forfeiture may be
cancelled in such manner and on such terms and conditions as the Directors may
think fit.

Shares shall neither be transferred and transfer of the same shall not be registered
without the approval of the Board of Directors through general meeting. With the
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15.

16.

17.

approval of all the members of the Board of Directors shares can be transferred and
transfer of the same shall be registered to any other legal entity where the existing
share holder intent to transfer or sale the share(s) of his/her part. Any member who
desires to transfer his/her share(s) at the first instance shall offer the same to the
existing member of the Company.

The Company may from time to time through General Meeting, increase the share
capital by such sum, to be divided into shares of such amount as the resolution
signed by all the Board of Directors shall prescribe. The new shares shall be subject
to the same provisions with reference to the payment of calls, lien, transfer,
transmission, forfeiture and otherwise as the share in the original share capital.

The Board of Directors may, from time to time, raise or borrow any sum or sums of
money for the Company from any person, bank, firms, companies and particularly
from any Director and may secure the payment of such money in such manner and
upon such terms and conditions in all respects as they think fit and in particular by
making, drawing, accepting or endorsing on behalf of the Company any promissory
notes or giving or issuing any other security of the Company or by mortgage or by
charge or by the perpetual or terminable and with or without a trust deed charged
upon all or any part of the property of the Company (both present and future)
including its uncalled capital for the time being.

A general meeting shall be held within 18 months from the date of incorporation of
the company and thereafter once at least in every calendar year at such time (not
being more than 15 months after the holding of the last proceeding general meeting)
and place as may be prescribed by the company in general meeting or in default at
such time and place as may be determined by the directors. The general meeting
referred to in the last proceeding clause shall be called ordinary meeting. All other
meetings of the Company shall be called extra-ordinary meetings. The Directors
may, whenever they think fit, convene any extra ordinary general meeting and they
shall on the requisition of the holders of not less than one tenth of the issued
shares capital of the company upon which all calls or other sums then due have
been paid forthwith proceed to convene as extra ¿ordinary general meeting of the
company and the provisions of Sections 84 (I) shall have to be observed.

Subject to the provisions of Section 87 (2) of the Companies Act, 1994 related to
special resolutions at least fourteen days notice from the date of posting of the
notice specifying the place the date and hour of the general meeting shall be given
and in the case of special business, the general nature of such business shall be
notified to the members, which may, with the written consent of all the members,
may be called by shorter notice and in such manner as the members think fit. No
business except the question of adjournment of the meeting shall be transacted or
discussed at a general meeting unless the quorum requisite be present at the
commencement of the business. The Chairman with the consent of the meeting may
adjourn any General Meeting from time to time and place to place bur no business
shall be transacted at any adjourned Meeting other than the business left unfinished
at the Meeting from which the Meeting adjournment took place.

Upon a show of hands every Director entitled to vote and shall have one vote in
respect of each share held by him/her and present in persons or by an agent duly
authorized under a power of attorney. Any shareholders whose name is entered in
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Register of Directors of the Company shall enjoy the same rights and subject to the
same liabilities as all other share holders of the same class.

Unless Otherwise determined by the company in general meeting the number of
directors shall not be less than 2( Two )  and not more than 5( Five ).The following
persons shall be the first directors of the company unless anyone of them voluntarily
resigns the said office or otherwise removed therefrom under the provisions of
section 108(1) of the companies Act, 1994.

1.  Yoriko Ueda
2.  Tareq Rafi Bhuiyan
3.  Momtazuddin Bhuiyan

2 (Two) Members (one from Bangladeshi director / shareholders and one from
Japanese director / share holder, Ms.Yoriko Ueda) shall be entitled to vote and
present in person shall form quorum for an Annual General Meeting. No Business shall
be transacted in any AGM unless a quorum of members is present at the time when
the meeting proceeds to business. The Chairman or any of The Board of Directors
shall preside at every board meeting. If there is no such Chairman or if he/she is not
present at any meeting the members present shall choose any one of them to
preside over the meeting.

The meetings and proceedings of any such Committee consisting of two or more
members shall be governed by the provisions herein contained for regulating the
meetings and proceedings of the Directors so far as the same are applicable hereto,
and are not superseded by any regulation made by the Directors under the last
proceeding Article. Except for the purpose of Section 85(2) B of the Act a resolution
in writing signed or initialed by all the Directors for the time being in Bangladesh shall
be as valid and effectual as if it had been passed at a meeting of Directors duly
called and constituted. If any Director being willing shall be called upon to perform
extra services for any of the purpose of company or in giving special attention to
the business of the company as member of a committee of Director, the company
may remunerate the Director so doing either by a fixed sum or by a percentage of
profits or otherwise as may be determined by the company in General Meeting.

2 (Two) Members (one from Bangladeshi director / shareholders and one from
Japanese director / share holder (Ms.Yoriko Ueda) present in person and qualified to
vote shall form a Quorum in any Directors Board meeting. A meeting of the Directors
in which a Quorum is present shall be competent to exercise all or any of the powers
and authorities of the Directors. The Chairman or any of The Board of Directors shall
preside at every board meeting. If there is no such Chairman or if he/she is not
present at any meeting the members present shall choose any one of them to
preside over the meeting. Whenever the Board of Directors think it necessary, it
may call a General Meeting, whether ordinary or extra-ordinary at such time
(subject to the provisions of Section 84 of the Act) and place as the Board thinks
fit.

Any General Meeting may resolve that any money investment or other assets
forming part of the undivided profits of the Company standing to the credit of any
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24.

25.

26.

27.

28.

Reserve or other fund or in the hands of the company and available for dividend (or
representing premiums received on the issue of shares and standing to the credit of
the share premium account) be capitalized and distributed accordingly or towards
payment of the of the uncalled liability on any issued shares, and that such
distribution or payment shall be accepted by such shareholders in full satisfaction of
their interests in the said capitalized sum.

The qualification of Director shall be his holding at least 100 (One Hundred) shares
of Tk. 100/- each in his own name, relax able in the case of Directors representing
interest holding shares of the requisite value. A Director, who is required to hold a
qualification, may as a Director before acquiring his qualification but shall in any
case acquire the same within two months from his appointment. A Register shall be
kept by the Directors in which shall be entered particulars of all contracts or
arrangements made by the company and which shall be open to inspection by any
member of the company at the office during business hours.

The management of the business of the Company shall be in the hands of the Board
of Directors who may pay such expenses of any preliminary and incidental to the
promotion, establishment and registration of the Company and do such acts as may
be exercised and done by the Company as are not forbidden by the state or by this
Articles required to be exercised or done by the Company in general meeting,
subject nevertheless, to any regulation to be inconsistent with the aforesaid
regulations or provisions as may be prescribed by the Company in General Meetings,
which shall be valid and effectual.

In provision of Section 108(1) and 94 (1) of the Companies Act, 1994, the office of
the Directors shall be vacated if he/she. a) Fails to obtain within the time specified
in provision of Section 97(1) of the Companies Act, 1994 or any time thereafter
ceases to hold the share qualification necessary for his/her appointment, or b) He/
she is found to be a person of unsound mind by a court of competent jurisdiction, or
c) He/ she is adjudged insolvent, or d) He/ she fails to pay calls made on him in
respect or shares held by him within six months from the date of such calls being
made, or e) Absent himself /herself from three consecutive meetings of the directors
or from all meetings of the Directors for a continuous period of three months
whichever is longer without leave of absence from the Board of Directors Removed
from the Directorship by an extra-ordinary resolution.

 Tareq Rafi Bhuiyan shall be Chairman of the company. He will hold and occupy this
position for the period of 5 (Five) years until he resigns voluntarily or becomes
disqualified under the provision of Companies Act. The remuneration / honorarium
and other allowances of the Chairman if any shall be determined by the Board of
Directors from time to time. The Chairman will be responsible for his services and
duties to the company as per contract. He shall be entitled to such monthly
remuneration /honorarium as may be fixed by the Board of Directors of the company.

The Chairman of the company shall preside over all the meetings of the Board of
Directors and General Meeting or Extra-ordinary General Meeting. 

 Yoriko Ueda shall be the first Managing Director of the company and she shall hold
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the office for a period of 5 (Five) years unless she voluntarily resigns or disqualified
under Section 108(1) the provision of the Companies Act, 1994. The Managing
Director shall be the Chief Executive of the Company and subject to the supervision
and control of the Directors she shall carry on, manage and look after the date to
day business and affairs of the Company and her remuneration shall be determined
by the Board of Directors in the general meeting. 

To manage all concerns and affairs of the company to appoint and employ agents,
organizer, experts, scientists, technicians, officers, staff for the company and
remove, dismiss & appoint other in their place. And to Pay of remuneration,
allowances, commission, wages may deemed fit and proper. To borrow or raise any
sum of money by loan or otherwise on mortgage or hypothecation on such securities
or terms as he may deem fit and execute, sign and seal or deliver all necessary
documents or do any other act on that behalf. To purchase or otherwise acquire for
the company any property, rights and privileges such as the company is authorized
to acquire at such price and generally on such terms and conditions as he thinks fit.
To sign the checques, Bills, Bill¿s of Exchange, Invoice(s), Commercial Invoice (s),
Shipping Documents, Documents for negotiations on behalf of the company.

To open bank account in any schedule bank and determine the authority of
operation in the meeting of the board of directors. To delegate all or any of the
power hereby conferred upon him/her to any Director, Manager, Secretary or any of
the officers of the company as he/she may time to time may think fit and proper
subject to approval of the board of Directors.

For any alternation of the Articles of the Company for the purpose of any special
resolution thereof, at least three weeks¿ notice shall have to be given to the
shareholders of the Company.

A notice may be given to any member either personally or by sending it by post, e-
mail to his/her registered address or valid e-mail id or if he/she has no registered
address in Bangladesh to the address, if within Bangladesh supplied by him to the
Company for giving of notice to him. Where a notice is sent by post, service of the
notice shall be deemed to be effected by properly addressing, prepaying and posting
letter containing the notice and unless the contrary is proved would be deemed to
have been effected at the time at which the letter would be delivered in the
ordinary course of post. The signature to any notice to be given by the Company
may be written or printed.

The Company and Annual General Meeting may declare dividends but no dividend
shall be credited as Paid Up on their respective shares or the members in the capital
of the Company at the date to declaration of the dividend after creation of reserve
as they think it. No dividend shall be payable except out of the profits of the
Company of the year or any other undistributed profits and no dividend shall carry
interest as against the company. The Board of Directors shall have absolute
discretion as to the employment of the reserves created out of the net profit of the
company and in declaring fully paid Bonus Share out of profits. The Board of
Directors may from time to time pay to the members such interim dividends as
appear to the directors justified by the profits of the Company.
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The company shall comply with the provision of Section 36 of the Companies Act,
1994 as the making of annual returns. At all ordinary Meeting the Directors shall lay
before the company a Balance Sheet and Profit and Loss Account in case of the
first account since the incorporation of the company and in any other case since
the proceeding account made up to a date not earlier than the date of the meeting
by more than nine months or if the company is carrying on business or has interest
outside Bangladesh by more than twelve months, subject in either case to the right
of the Register to extend the period for any special reason by a period not
exceeding three months under Section 185 (1) of the Act. The said Balance Sheet
shall be in the form marked ¿F¿ in the third Schedule to the Act or as near thereto
as circumstances admit.

The company shall open Bank Account(s) with any schedule Bank in Bangladesh and
abroad and shall be operated as per decision by the Chairman and Managing
Directors of the company.

The books of Accounts shall be kept at the office or at such other place as the
Directors think fit, and shall be open to inspection by the Directors during business
hours. The Directors shall cause to be kept proper books of accounts as provided in
Section 181 of the Companies Act, 1994. An Auditor shall be appointed and his or
her or their duties regulated in accordance with Section 210 to 213 of the
Companies Act, 1994 or any statutory modification thereof for the time being in
force. Every account when audited and approved at the General Meeting shall be
conclusive except so far regards to and error. Any such error when discovered
within or before the audit of the next account shall be corrected forthwith. The
remuneration of the Auditors shall be fixed by the company in General Meeting
except that the remuneration of any Auditors appointed before the Statutory
Meeting or to fill any casual vacancy may be fixed by the Directors.

The Board of Directors may from time to time appoint any suitable and acceptable
person(s) as Advisor of the Company and fix up his remuneration.

The Company shall have a common seal and which will remain in the safe custody of
the Managing Director. Every instrument to which the seal is affixed shall be signed
by Managing Director or other officer appointed by the Company for that purpose
and such signature in favor of any purchaser or person engaged in confide dealing
with the Company shall be conclusive proof of the fact that the seal has been
properly affixed.

Every Director, officer and servant of the Company shall be indemnified by the
company for all losses and expenditure by him/her or them respectively in or about
the discharge of his/her duties except when such happen from respective willful act,
neglect or default and it will be duty of the Directors to pay cash, out of the funds
of the Company, all losses and expenses which any Director, officer or servant may
have incurred in any way in the discharge of their respective duties. The amount for
which indemnity so provided shall immediately attached lien over the property of the
Company and shall have priority over all other claims.

The Chairman, Managing Director, Director, Advisor, Manager, Secretary, Auditors,
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42.

Accountants, Officers, Agents or other person employed in the business of the
company shall have to observe strict secrecy respecting all matters which may
come to his knowledge in the discharge of the duties when required to do so by
resolution of the company or by court of law or where the person connected is
required to do so in order to comply with any provision of the law or in these
presents.

If any dispute or difference and claim arising out of or in connection with this
agreement shall first be resolved by mutual consultation. If a settlement cannot be
reached within sixty (60) days, then such dispute or difference and claim shall be
referred to BIAC to be finally settled under the rules of arbitration of the Bangladesh
International Arbitration Center, by appointing one arbitrator appointed in
accordance with the said Rules. The laws of Bangladesh shall be applicable.

If the Company is wounded up the surplus assets (subject to any rights attached
any special classes of shares forming part of the capital for the time being) of the
Company be applied first in the repayment of capital paid up on the ordinary shares
and the excess (if any) shall be distributed among the members in proportion to the
number of shares held by them respectively. The Director, the Secretaries, the
Auditors and other Officers or Servants for the time being in relation to any of the
affairs of the company be indemnified out of the assets of the Company from and
against all or any act done or omitted in or about the benefited execution of their
duty.
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We, the several persons, whose names addresses are subscribed below are desirous of being formed into  

a Company in accordance with this MEMORANDUM OF ASSOCIATION / ARTICLES OF ASSOCIATION 

and we respectively agree to take the number of shares in the capital of the Company set opposite to our  

respective names. 

 

Sl. 

No. 
Names,  Addresses  and description of 

subscribers 

No. of shares 

taken by each 

subscriber 

Photo of 

Subscriber 

Signature 

of 

Subscriber 

1. 

  Name: 

  Address: 

  Father's Name: 

  Mother's name: 

  Date of Birth: 

  E-mail: 

  Phone: 

  Tin: 

  Nationality: 

  National Id: 

     

2. 

  Name: 

  Address: 

  Father's Name: 

  Mother's name: 

  Date of Birth: 

  E-mail: 

  Phone: 

  Tin: 

  Nationality: 

  National Id: 

     

    Total      

 

  Witness 1: :   Witness 2: :   

              

              

              

  Name :  Md. Waliur Rahman Name :  Arif Mahmud 

  Address : 
 Plot No- 97/A (6th and 7th 

floor), Road No- 25, Block-A, 

Banani, Dhaka-1213 
Address : 

 Plot No- 97/A (6th and 7th floor), 

Road No- 25, Block-A, Banani, 

Dhaka-1213 
  Phone :  01761164713 Phone :  01732724548 

  National Id :  3258544604 National Id :  19909113817000121 
 

 

- -



38 
 

（付録 4-2）フォーム 9（サンプル） 

 

FORM   IX 
Consent of Director to Act 

THE COMPANIES ACT, 1994 
( See sec. 92 ) 

Name of the Company:  
Consent to act as Director/Directors of the   
to be signed and filled pursuant to section 92(1) ( Ka). of the Companies Act, 1994. 
Presented for filing by:  
To the Registrar of Joint Stock Companies & Firms, Dhaka, Bangladesh 
I/We, under signed, hereby testify my/our consent to act as Director/Directors of the ………… pursuant 
to section 92(1) (Ka) of the Companies Act, 1994.  
  

Sl. Signature Address 

1.   
   
 
_______________________  
Mr./Ms. ………….  
 

……………….., JAPAN  

2.   
   
 
_______________________  
Mr./Ms. ………….  
 

…………………., JAPAN  

  
 
Dated this ________ day of January,2020. 
_____________________________________________________________________ 
Notes--- It a Director signs by “his agent authorized writing” the authority must be produced and a copy 
attached. 
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RESOLUTIONS OF THE BOARD OF DIRECTORS OF THE COMPANY  

DATED        /        /2020 

The following Directors of Company/Branch/Liaison office name were present:   

   

SL Name Designation Signature 

1 Mr./Ms. ……… CEO/President  

2 Mr./Ms. ……… Director  

3 Mr./Ms. ……… Director  

4    

 

Mr./Ms. ………, CEO/President of the Company presided over the Meeting. 

Quorum was fulfilled and the following resolutions were adopted unanimously for the 

interest of the business of the Company: 

 

Resolved that the Company hereby agreed to open and operate a Bank account with Prime 

Bank, Banani Branch, Dhaka, Bangladesh, and the person/persons authorized by this 

resolution shall act on behalf of the Company.  

 

Resolved that Mr./Ms. ………  and Mr./Ms. ………  will operate the bank account of the 

company with Prime Bank. Also resolved that until further notice following signatory matrix 

will be followed:  

 

      Solely by Mr./Ms. ……… 

Country Manager/Managing Director, Company/Branch/Liaison office name 

 

Or Jointly by  Mr./Ms. ……… & Mr./Ms. ……… 

Local Manager, Company/Branch/Liaison office name  

 

As there was no other matter to be discussed, the meeting ended with a vote of thanks to the 

Chair. 

 

 

 

 

Mr./Ms. ……… 

CEO/President, Company/Branch/Liaison office name 

 

 

To be printed on Company/Branch/Liaison office (BD) letterhead/pad 
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（付録 7）商業登記所（RJSC）登記承認証（サンプル） 

Certificate of Incorporation
(under Act XVIII of 1994)

N.B. This certificate is digitally signed. Please find the soft copy to verify

the signature.

                             

                         

               No. C-157387/2019

I hereby certify that Venturas HR Agency Ltd. is this day incorporated under
the Companies Act (Act XVIII) of 1994 and that the Company is Limited.

Given under my hand at Dhaka this Twenty-Seventh day of November two

thousand and nineteen.

                                                                                  By order of
                                                                                  Registrar
                                                                           
                                                                          Assistant Registrar
                                                   Registrar of Joint Stock Companies & Firms
                                                                              Bangladesh

Issue No. 153115 Date:27/11/2019DATENUMBER

REGISTRATION NUMBER

COMPANY NAME

DATE

DATE

CITY

QR CODE
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（付録 9）BIDAの登録許可証（サンプル） 

Bangladesh Investment Development Authority (BIDA)
Prime Minister's Office

Dear Sir/ Madam,

With reference to your application received on 24.11.2019 concerning the above subject, I am pleased to confirm that your proposed 

industrial project has been duly registered with the Bangladesh Investment Development Authority (BIDA). The Registration number for 

this project is F-20191124001424-H  and the particulars of the terms and conditions of which are appended.

If we could be of any further assistance to you, please do not hesitate to call our service center representative who could be reached at 

telephone # +880255007241

In the meantime, we would like to take this opportunity to extend our best wishes to you in your future endeavors.

Thanking You,

Eiji Kaneko

Executive Chairman

Rentracks Bangladesh Ltd.

Ref No: BR-18Nov2019-00007

Subject: Registration of Proposed industrial project under the title Rentracks Bangladesh Ltd.

Date: 24 November, 2019 

Your Faithfully

( Shah Mohammad Mahboob )

Director (Foreign Industries)

Phone: +880255007225

Email: mahboobsmail@gmail.com

Copy forwarded for information and necessary action (Not according to seniority):

1. Director General, Department of Environment, Poribesh Bhaban, Sher-e-Bangla Nagar, Dhaka

2. Registrar, Registrar of Joint Stock Companies & Firms, TCB Bhaban, Karwan Bazar, Dhaka

3. General Manager, Statistics Department, Bangladesh Bank, Motijheel, Dhaka

4. Chairman, National Board of Revenue, Segunbagicha, Dhaka

5. Commissioner, Customs Bond Comissionarate, Segun Bagicha, Dhaka

6. Cheif Controller, Office of The Chief Controller of Imports & Exports (CCI&E), Level 15, National Sports Counsil Tower, Palton, Dhaka 

Bangladesh Investment Development Authority, Prime Minister's Office, Plot # E-6/B, Agargaon, Sher-E-Bangla Nagar, Dhaka-1207.

Phone : PABX 88-02-55007241-5, Fax : 88-02-55007238, E-mail : info@bida.gov.bd, Web : www.bida.gov.bd

COMPANY NAME

REGISTRATION  NUMBER

PHONE NUMBER

REGISTRATION  NUMBER

NAME

COMPANY NAME

POSITION
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（付録 10）銀行管理者委任状（サンプル） 

                                  

…………………2020 

 

To 

Mr./Ms. …………….. 

..........................Dha ka, Bangladesh   

 

Dear Mr./Ms. ………..,  

The management of Branch/Liaison office name is hereby pleased to appoint you as a 

Local Manager which will be effective from ...................... ... 2020, under the terms and 

conditions as mentioned below. We would like to welcome you to Branch/Liaison office 

name.    

1. You will get a monthly consolidated remuneration of BDT 00000/- (.............................. ) 

only. The salary is paid usually by 7
th

 of each month. The breakdown of your salary is as 

under: 

   Basic            BDT     00000/-  

                          Other allowance BDT      0000/- 

                     Total   BDT  00000/-    

2. You will be required to carry out associated functions as the Company may from time 

to time require and undertake the following responsibilities in a professional manner. 

3. You will conduct yourself in a manner, which in not prejudicial to the company’s interest 

and obey the company’s rules, regulations & by laws. 

4. As you will handle a lot of sensitive information of the company, it will be necessary that 

you will keep the information confidential under any circumstances and will not divulge 

it to any third party under any circumstances.  

If you are agree to this offer, you are requested to confirm your acceptance of the contents of 

this appointment letter by signing below, signifying your acceptance thereof. 

 

Thanking you, 

 

 

…………………………………………. 

Mr./Ms. ........................... 

Chairman/Director  

Accept Offer of Local Manager:  

 

By signing and dating this letter below, I am, Mr./Ms. ……… , accepting this offer of 

“Local Manager” by Branch/Liaison office name.  

 

 

Signature:_________________________     : Date____________________________ 

To be printed on Principal Company (Japan) letterhead/Pad 
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（付録 11）営業許可証（サンプル）１／２ 
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（付録 11）営業許可証（サンプル）２／２ 
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（付録 12）納税識別番号証明証（サンプル） 

 

 

Government of the People's Republic of Bangladesh

National Board of Revenue

Taxpayer's Identification Number (TIN) Certificate

TIN : 166227993906

This is to Certify that Venturas HR Agency Ltd. is a Registered Taxpayer of National Board of Revenue under

the jurisdiction of Taxes Circle-074 (Company) , Taxes Zone 04, Dhaka.

Taxpayer's Particulars :

1) Name : Venturas HR Agency Ltd.

2) Registered Address/Permanent Address : House# 2E (2nd Floor), Road- 29, Gulshan- 1, Gulshan, Dhaka,

PO : 1212, Bangladesh

3) Current Address : House# 2E (2nd Floor), Road- 29, Gulshan- 1, Gulshan, Dhaka, PO : 1212

4) Previous TIN : Not Applicable

5) Status : Company

Date : November 28, 2019

Please Note:
1. A Taxpayer is liable to file the Return of Income under

section 75 of the Income Tax Ordinance, 1984.

2. Failure to file Return of Income under section 75 is liable

to-

   (a) Penalty under section 124; and

   (b) Prosecution under section 164 of the Income Tax

        Ordinance, 1984.

Deputy Commissioner of Taxes

Taxes Circle-074 (Company)

Taxes Zone 04, Dhaka

Address : 21, Purana Paltan, Dhaka Phone : 8319256

N. B: This is a system generated certificate and requires no manual signature.

 

TIN NUMBER

COMPANY NAME

COMPANY NAME

COMPANY ADDRESS

COMPANY NAME

DATE
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（付録 13）事務所賃貸契約書（サンプル） 

 

OWNER NAME

COMPANY ADDRESS

COMPANY ADDRESS

COMPANY ADDRESS

COMPANY NAME

OWNER

OWNER

OWNER

OWNER

SIGNATURE 
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（付録 14）営業許可証申請書（サンプル） 
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（付録 15）事務所賃貸物件の都市開発公社（RAJUK）登録証明証（サンプル） 
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（付録 16）付加価値税事業者登録証（サンプル） 
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（付録 17）BIDA申請書（サンプル） 
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（付録 18）BIDAへの許可申請依頼レター（サンプル） 

 

 

Date:  

 

To 

The Director, 

Registration & Incentives-1  

Bangladesh Investment Development Authority  

Prime Minister’s Office 

Jiban Bima Tower (19th Floor) 

10 Dilkusha C/A, Dhaka 1000, Bangladesh. 

 

 Subject: Application for opening Liaison Office in Bangladesh.    

 

 

Dear Sir,  

 

We are, COMPANY NAME, Japanese owned BUSINESS DETAILS Company. Our clients 

are doing business in Bangladesh for last few years.   

 

To provide smooth support to our clients, we would like to open a Branch/Liaison Office in 

Bangladesh.     

 

I would like to request you to permit us to open a Branch/Liaison Office in Bangladesh.  

 

Your kind cooperation in this regard will be highly appreciated.  

 

 

Yours faithfully,  

  

  

 

SIGNETURE 

Name:  

Company Name 

Position 

 

Enclose: 

1. Signed Application form – 4 copies  

2. Article of Memorandum with incorporation  

3. Directors detail  

4. Board Resolution  

5. Organogram  

6. Audited Accounts  

7. Detail activities 
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（付録 19）親会社の取締役員全員の名前と国籍のリスト（サンプル） 

Company Name:  

 

 DIRECTOR’S INFORMATION 

 

 

 

 

 

 

Mr./Ms. ......................... .. 

Chairman/Director  

Branch/Liaison office name   

Address: ………….Japan.   

Phone:  

Email:  

Fax:  

To be printed on Principal Company (Japan) letterhead/Pad 

 

NAME NATIONALITY 

 

ADDRESS 

 

1  JAPANESE 

 

……………………………………., 

JAPAN 

2  JAPANESE 

 

 

 

3  JAPANESE 

 

 

 

4  JAPANESE  

5  JAPANESE  
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（付録 20）輸入・現地調達予定の機械設備・材料等リスト（サンプル） 
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（付録 21）新会社、支店・駐在員事務所の活動内容（サンプル） 
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（付録 22）JBCCI 会員登録申請書（サンプル） 
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（付録 23）金融機関からのソルベンシー証明証（サンプル） 

-

-

-

-

-

-

-

-
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（付録 24）輸入許可証（IRC）（サンプル） 

 
 

COMPANY NAME

COMPANY ADDRESS

COMPANY ADDRESS
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（付録 24）輸出許可証（ERC）（サンプル） 
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（付録 25）輸出入許可証取得申請書（サンプル） 
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（付録 26）輸出入許可証申請依頼レター（サンプル） 
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（付録 27）担当者任命通知（サンプル） 

 

Letter of Authorization 
  
Date:  ………….., 2020 

  

Sub:  Appointing Mr./Ms. ...........................as the authorized person to deal with all kind of 

correspondences with Bangladesh Investment Development Authority.   

 

 

Dear Sir,  

 

The person with the following details has been officially appointed as a representative from 

Branch/Liaison office name to deal with all kind of correspondences regarding submission of 

Liaison Office establishment Application and other services requested by Bangladesh Investment 

Development Authority.  

   

a. Name     : Mr./Ms. ........................... 

b. Designation with the company  : Country Manager, 

  Branch/Liaison office name  

c. Email     :  

d. Cell Number     :  

e. Signature      : 

  

  

Yours sincerely, 

 

 

 

 

Mr./Ms. ........................... 

Chairman/Director  

Branch/Liaison office name   

Address: ………….Japan.   

Phone:  

Email:  

Fax:  

 

 

To be printed on Principal Company (Japan) letterhead/Pad 
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（付録 28）新会社、支店・駐在員事務所の組織図（サンプル） 
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7. 支店・駐在員事務所の開設手続き 

 

 

支店・駐在員事務所の新規設立・増設のためには、バングラデシュ投資開発庁（BIDA）からの許可を

取得する必要があり、設立手続き開始から事業活動開始まで所要日数は、およそ 2 ヶ月ほどである。ま

た、日本語で作成された書類に関しては、英文翻訳を行う必要があり、その後、公証役場での公証人の

公証（http://www.koshonin.gr.jp/business/b07_2）、外務省からの公印確認

（https://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000548.html）、本社所在国のバングラデシュ大使館からの承

認を取得する必要がある。支店・駐在員事務所開設に必要な手順とそれぞれの許可証取得にかかる所要

時間等を表 5に記載する。 

 

表 12：支店・駐在員事務所設立手順と所要日数 

 申請手順 所要日数 備考欄 

1 
拠点設立に関するバングラデシュ

投資庁（BIDA）からの許可取得  
20〜30日営業日 

必要書類を提出後、BIDA月例役員会

議にて審議が行われ、許可が下りれば

申請完了となる。 

2 銀行口座開設 約15日営業日8 

最低5万ドルの初期運営費を振り込

み、取引先銀行を通じてバングラデシ

ュ中央銀行への報告9を完了する。 

3 
納税識別番号証明証の取得 （TIN 

Certificate） 
5日営業日 

国家歳入庁（NBR）サイト内でオンラ

イン申請し、必要書類を提出し取得す

る。 

4 営業許可証（Trade License）  5日営業日 
事業活動を行うために必要な許可証で

あり、管轄の市役所から取得する。 

5 
付加価値税の事業者登録証の取得

（VAT Certificate） 
2日営業日 

国家歳入庁（NBR）サイト内のオンラ

イン申請で取得する。取得は任意。 

6 
セキュリティ・クリアランス

（Security Clearance）  
3〜4 ヶ月 

事務所の所在や代表者の人物照会のた

めに、特別警察と国家安全情報局によ

る面談が行われる。（面談実施前か

ら、事業活動を行うことが可能。） 

 

 

7-1. バングラデシュ投資開発庁（BIDA）登録許可証取得手続き 

2019 年より、BIDAワンステップサービスによる申請手続きが可能となり、BIDAウェブサイト

（https://bidaquickserv.org）にアクセスし、同サイト内で個人アカウントを作成すると、必要事項や必要

書類をオンライン上で登録することで登録申請できる。サイト使用マニュアル（User Manual: One Stop 

Service(OSS), Electronic Services for Investors）をダウンロードすることもでき、海外からでも手続きを進

めることができるようになった。それぞれのサンプル資料は、同章末付録に収録している。 

                                                      
8 銀行口座開設手続きのみの所要日数。バングラデシュ中央銀行への報告が完了していなくても事業を開始すること

ができる。 
9 バングラデシュ中央銀行への報告後、許可取得までの所要日数は約 2ヶ月程度である。支店・駐在員事務所は、基

本的に営業活動を行わないため収入がないと見なされる。そのため、バングラデシュ中央銀行からの許可を取得する

ことにより、それ以降の海外からの入金が免税となる。 

https://bidaquickserv.org/
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表 13：支店・駐在員事務所設立における BIDA登録申請に関する必要書類一覧 

 必要書類名 

部数 
親会社レタ

ーヘッドへ

の印刷 

英訳 
公証役場

の公証 

本社所在国

バングラデ

シュ大使館

の証認 

署名 

原本 
白黒コ

ピー 

1 
BIDA申請書（付録

17） 
4 3 - - - - 

事務所駐在

員 

8 

BIDAへの許可申請

依頼レター（付録

18） 

2 3 ○ - - - 

事務所駐在

員または取

締役員から

何方か一名 

2 
親会社定款と親会

社法人登記簿謄本 
2 3 - ○ ○ ○ - 

3 

親会社の取締役員

全員の名前と国籍

のリスト（付録

19） 

2 3 - - ○ ○ - 

4 

親会社の前年度決

算報告書（監査済

み） 

2 3 - ○ ○ ○ - 

5 

新事務所設立に関

する取締役会決議

書（付録29） 

2 3 ○ - - - 全取締役員 

6 
新事務所の組織図

（付録28） 
2 3 ○ - - - 

事務所駐在

員または取

締役員から

何方か一名 

7 
新事務所の活動内

容（付録21） 
2 3 ○ - - - 

取締役員の

うち何方か1

名 

 

 

7-2. 銀行口座開設手続き 

BIDA登録完了後、取引先銀行を決定し、必要書類を提出する。必要書類は銀行によって異なるため、

取引先銀行に確認する必要がある。また、バングラデシュ中央銀行の規制等の改定によっても必要書類

や手続き内容が変更になる可能性もあるため、最新情報を入手する必要がある。銀行手続きに関する署

名者は、銀行窓口にて署名を行う必要があるため、外国人が署名者になる場合は、事前に渡航日程を検

討する必要がある。表 7に示した銀行口座開設における必要書類は、Prime Bank（三菱 UFJ 銀行との覚

書締結銀行）で口座開設手続きを行う場合の参考である。 

 

表 14：支店・駐在員事務所設立のための銀行口座開設必要書類一覧 

 必要書類名 部数 署名 
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原本 
白黒コ

ピー 

親会社レター

ヘッドへの印

刷 

1 
銀行口座開設のための取締役会

決議書（付録5） 
1 - ○ 銀行実務担当者 

2 銀行口座開設申請書（付録6） 1 - - 銀行実務担当者 

3 BIDAの登録許可証（付録9） - 1 - 事務所駐在員 

4 BIDA申請書類一式 - 1 - 事務所駐在員 

5 銀行管理者委任状（付録10） 1 - ○ 事務所駐在員 

6 銀行管理者の証明写真 2 - - 事務所駐在員 

7 銀行管理者のパスポートコピー - 1 - - 

8 事務所賃貸契約書（付録13） - 1 - 事務所駐在員 

9 
親会社の取締役員全員のパスポ

ートコピー 
- 1 - - 

10 
労働許可証（取得後に後日提出

可能） 
- 1 - - 

 

銀行口座開設後、5万ドルの運営資金を振り込む。バングラデシュ中央銀行への許可取得に関しては、

換金証明書（Encashment Certificate）取得依頼レター（付録 30）とフォーム C（付録 31）を取引先銀行に

提出し、銀行を通じてバングラデシュ中央銀行に申請する必要がある。 

 

7-3. セキュリティ・クリアランス 

事務所の所在地と登録住所との照合、事務所駐在員の人物照会、事業活動の状況などを確認するため

に、特別警察（Special Branch of Bangladesh Police）と国家安全情報局（National Security Intelligence）が

事務所を訪問する。訪問までに 3ヶ月ほどかかる場合もあるが、クリアランス完了前（営業許可証取得

後）から事業活動を開始することができる。また、従業員リストには、外国人従業員 1 名につき現地従

業員 5名（製造業の場合は 1：20名）の割合で記載する。事務所設立の段階では、将来的な採用予定者

も含めて記載することが可能であるが、支店・駐在員事務所の BIDA登録更新時に、正式な従業員リス

トを改めて提出する必要がある。また、外国人労働者の労働許可証の提出を指示されることもあり、申

請中の場合は、「E-VISA」と「BIDAへの労働許可証申請書」を提示する必要がある。 

 

表 15：セキュリティ・クリアランス申請のための必要書類一覧 

 必要書類名 

部数 親会社レ

ターヘッ

ドへの印

刷 

駐在員事

務所レタ

ーヘッド

への印刷 

署名 

原本 

白黒

コピ

ー 

1 BIDAの登録許可証（付録9） - 3 - ○ 事務所駐在員 

2 
事務所賃貸契約書（付録

13） 
- 3 - - 事務所駐在員 
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3 

5万ドルの換金証明書

（Encashment Certificate）

（付録30） 

- 3 - - 事務所駐在員 

4 

事務所駐在員の採用通知

（付録）およびパスポート

コピー 

- 3 ○ - 事務所駐在員 

5 
納税識別番号証明証（付録

12） 
- 3 - - 事務所駐在員 

6 
バングラデシュ中央銀行へ

の報告書類一式 
- 3 - ○ 事務所駐在員 

7 
新事務所の従業員リスト

（付録32） 
- 3 - ○ 事務所駐在員 

 

 

7-4. 支店・駐在員事務所の更新手続き 

事務所設立の 3 年後に 1 度目の更新を行う必要があり、審査の結果、更新の可否が通知される。その

後の更新手続きは 2年毎に行う必要がある。 

 

表 16：支店・駐在員事務所の BIDA更新手続き必要書類一覧 

 必要書類名 

部数 

署名 

原本 
白黒コピ

ー 

1 
バングラデシュ中央銀行への通知レタ

ー（付録33） 
1 - 

事務所駐在員または取締役員か

ら何方か一名 

2 法人所得税納税証明書（最新） - 1 
事務所駐在員または取締役員か

ら何方か一名 

3 
親会社監査済み財務諸表（過去1年

分） 
- 1 

事務所駐在員または取締役員か

ら何方か一名 

4 
事務所更新に伴う取締役会決議書（付

録34） 
-  

事務所駐在員または取締役員か

ら何方か一名 

5 
現地事務所監査済み財務諸表（過去1

年分） 
- 1 

事務所駐在員または取締役員か

ら何方か一名 

6 
外国人従業員を含む従業員リスト（付

録） 
- 1 

事務所駐在員または取締役員か

ら何方か一名 

7 

日本からの送金換金証明書

（Encashment Certificate）（最新）（付

録） 

- 1 
事務所駐在員または取締役員か

ら何方か一名 

8 BIDAの登録許可証（最新）（付録）   - 1 
事務所駐在員または取締役員か

ら何方か一名 

9 
会計監査に関連する追加書類（もしあ

れば） 
- 1 

事務所駐在員または取締役員か

ら何方か一名 
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（付録 29）新事務所設立に関する取締役会決議書（サンプル） 

 

 

Company name:  ………………. (the "Company") 

 

 

Resolutions in writing of all the directors pursuant to article of association of the 

Company dated on ………..,2020 

 

 

Establishment and Registration of a Branch/Liaison Office in Bangladesh 
 

Resolve that the Company shall establish and register a liaison office with address at 

Branch/Liaison office address in Bangladesh (the “Branch/Liaison Office”). 

 

Further resolve that Mr./Ms. .................... ....... be appointed as the Company’s 

authorized representative (the “Authorized Representative”) to take all necessary actions, 

including but not limited to, the submission of application form and related documents 

with the relevant government authorities in Bangladesh, etc. 

 

Also resolve that the Company’s director(s) and / or the Authorized Representative be 

authorized to sign for and on behalf of the Company all documents in respect of the aforesaid 

registration of a Liaison Office and that the Authorized Representative be appointed to 

manage all affairs of the Company’s Liaison Office in Bangladesh.   

 

Sanction be also given to the affixing of the Company’s common seal thereon the application 

form and all related documents, if required and appropriate. 

 

 

 

Signature 

 

 

 

 Signature 

 

Name of director   Name of director 

 

Signature 

 

 

 

 Signature 

 

Name of director   Name of director 

 

Signature 

 

 

 

 Signature 

 

Name of director   Name of director 

 

 

 

To be printed on Principal Company (Japan) letterhead/Pad 
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（付録 30）換金証明書（Encashment Certificate）取得依頼レター（サンプル） 

 

AMAOUNT

AMAOUNT AMAOUNT IN WORD

ACCOUNT NUMBER ACCOUNT NAME

COMPANY ADDRESS PURPOSE

AMAOUNT ACCOUNT NUMBER

DATE

DATE
DETAILS
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（付録 31）フォーム C（サンプル） 
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（付録 32）新事務所の従業員リスト（サンプル） 

  

Foreign and Local Employee Ratio 

Local Foreign Ratio 

Executive Supporting 

Staff 

Total 

 

Executive Supporting 

Staff 

Total 

 

Local : Foreign 

5 0 5 1 0 1 5:1 

 

Employee List 

Sl 
No. 

Name Designation Salary  Nationality Appointment 
Date 

01. Mr./Ms. …… Country 
Manager 

Basic: USD 000.00 
Overseas allowance: 
USD 000.00 
 

Japanese ….., 2020 

02. Mr./Ms. …… Admin 
Executive  

Basic: BDT 00,000/= 
Other allowance: BDT 
00,000/= 
 

Bangladeshi ….., 2020 

03. Mr./Ms. …… Accounts 
Executive 

Basic: BDT 00,000/= 
Other allowance: BDT 
00,000/= 
 

Bangladeshi ….., 2020 

04. Mr./Ms. …… Sales 
Manager  

Basic: BDT 00,000/= 
Other allowance: BDT 
00,000/= 
 

Bangladeshi ….., 2020 

05. Mr./Ms. …… Peon/ 
support 
staff  

Basic: BDT 00,000/= 
Other allowance: BDT 
00,000/= 
 

Bangladeshi ….., 2020 

06. Mr./Ms. …… Driver  Basic: BDT 00,000/= 
Other allowance: BDT 
00,000/= 
 

Bangladeshi ….., 2020 

 

 

 

 

Country Manager, Branch/Liaison office name 

 

To be printed on Branch/Liaison office (BD) letterhead/pad 
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（付録 33）バングラデシュ中央銀行への通知レター（サンプル） 

COMPANY NAME

COMPANY NAME



74 
 

（付録 34）事務所更新に伴う取締役会決議書（サンプル） 

 

 

COMPANY NAME (the "Company") 

 

 

Resolutions in writing of all the directors pursuant to article of association of the 

Company dated on DATE 

 

 

Extension/Renewal of the Branch/Liaison Office in Bangladesh 

 

Resolved that the Company shall extend/renew the Branch office with address at ADDRESS 

in Bangladesh (the “Branch Office”).  

 

Further resolve that  Mr. …………….. is the Company’s authorized representative (the 

“Authorized Representative”) to take all necessary actions, including but not limited to, the 

submission of application form and related documents with the relevant government 

authorities in Bangladesh, etc. 

 

Also resolve that the Company’s director(s) and / or the Authorized Representative be 

authorized to sign for and on behalf of the Company all documents in respect of the aforesaid 

registration of the Branch Office and that the Authorized Representative be appointed to 

manage all affairs of the Company’s Branch Office in Bangladesh.   

 

Sanction be also given to the affixing of the Company’s common seal thereon the application 

form and all related documents, if required and appropriate. 

 

 

 

Signature 

 

 

 

 

 Signature 

 

NAME, Director    NAME, Director  

 

 

 

Signature 

 

 

 

 

 Signature 

 

NAME, Director   NAME, Director 
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8. 輸出加工区（EPZ）・経済特区（EZ）への進出手続き 

 

 

バングラデシュには、8ヶ所の輸出加工区（EPZ）が設置されているが、同国政府は輸出加工区の新規

設置を停止し、新しく経済特区（EZ）の建設に力を入れている。2021 年までに中所得国の仲間入りがで

きるよう、経済成長促進を強化するための様々な政策が講じられており、そのうちの一つが経済特区の

設置である。 

 

8-1. 輸出加工区（EPZ）の優遇措置 

輸出加工区は、バングラデシュ輸出加工区庁（BEPZA）の管轄で運営されており、工業化に特化し、

バングラデシュの経済成長をより急速に発展させるための外国投資を誘致するために、様々な優遇措置

が講じられている。BEPZAは、社会問題、環境問題、職場環境、セキュリティなど、企業コンプライア

ンスの監督機関としての役割を果たしている。輸出加工区の優遇措置は、表 17に示した通りである。 

 

表 17：バングラデシュ輸出加工区庁（BEPZA）の優遇措置 

 優遇措置 

1 タックスホリデーによる一定期間の法人税免除 

2 建築資材、機械、設備、部品等の輸入関税免除 

3 原材料、完成品の輸出入関税免除 

4 二重課税回避 

5 オフショアバンキングの利用許可 

6 一般特恵関税制度（GPS）の利用許可 

7 機械、工場に対する加速償却の許可 

8 海外投資、国内投資額の上限なし 

9 非居住者外貨預金の許可 

（出所：バングラデシュ輸出加工区庁（BEPZA）ホームページ） 

 

8-2. 輸出加工区（EPZ）の進出手続き 

商業登記所（RJSC）に会社登記後、輸出加工区庁（BEPZA）を通じて進出手続きを行う必要がある。

必要書類とおおまかな所要日数は、表 18に示した通りである。 

 

表 18：輸出加工区の進出（プロット・建物賃貸）手続きの手順 

 必要書類名 

部数 親会社レ

ターヘッ

ドへの印

刷 

事務所レ

ターヘッ

ドへの印

刷 

署名 

原本 

白黒

コピ

ー 

1 

輸出加工区庁（BEPZA）長

官宛の進出承認依頼レター

（付録） 

1 - ○ - 代表者 
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2 

BEPZA所定の形式による投

資提案書（Project Proposal） 

（付録34） 

- 1 - - 代表者 

3 投資提案書購入の領収書 1 - - ○ 代表者 

4 

基本定款（MOA）（付録2）

と附属定款（AOA）（付録

3） 

- 1 - - 代表者 

5 
商業登記所（RJSC）登記承

認証（付録） 
- 1 - - 代表者 

6 フォーム12（付録） - 1 - - 代表者 

7 

輸入する予定の機械設備・

材料等リスト（請求書形

式）（付録）  

- 1 - ○ 代表者 

8 
納税識別番号証明証（付

録） 
- 1   代表者 

9 

金融機関からのソルベンシ

ー証明証（現地企業の場

合）（付録） 

- 1   代表者 

10 支払能力証明書     代表者 

11 
商工会議所会員証明証（付

録） 
- 1   代表者 

12 全取締役員の証明写真 2 -   - 

13 
全取締役員のパスポートコ

ピー（VISAページを含む） 
- 1   - 

14 
労働許可証（取得手続き中

の場合は、後日提出) 
- 1   - 

15 従業員一覧/組織図（付録） - 1   代表者 

16 事務所賃貸契約書（付録） - 1   代表者 

17 
最大5年の生産フローチャー

ト（現地企業の場合） 
    代表者 

18 

事業連携契約書（パートナ

ーシップ・合弁会社の場

合） 

    代表者 

19 

営業許可証（パートナーシ

ップ・合弁会社の場合）

（付録） 

    代表者 

20 
市場評価/実行可能性調査

（現地企業の場合） 
    - 
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8-3. 経済特区（EZ）の優遇措置 

バングラデシュ経済特区庁（BEZA）は、全土 100 ヶ所に経済特区の建設を目標に、2010 年 11 月に発

足した。2020 年 2 月時点で、88 ヶ所の地区が選定されており、日本企業が開発する経済特区の建設（ア

ライハザール）も進められている。例えば、下記のような経済特区が挙げられる。 

 

1. ミルショライ（Mirsarai）経済特区 7. メグナ（Meghna）工業経済特区 

2. モングラ（Mongla）経済特区 8. ベイ（Bay）経済特区 

3. アライハザール（Araihazar）経済特区 9. アマン（Aman）経済特区 

4. ジャマルプール（Jamalpur）経済特区 10. シティ（City）経済特区 

5. サブラング（Sabrang）経済特区 11.  ホセンディ（Hoshendi）経済特区 

6. メグナ（Meghna）経済特区 12. シリハット（Shreehatta）経済特区 

 

 

表 19：経済特区（EZ）の優遇措置 

 開発者のための優遇措置 

1 12年間の所得税免除 

2 電気料金にかかる付加価値税免除 

3 石油製品を除く物品への付加価値税免除 

4 輸入関税・消費税免除 

5 印紙税と土地移転登録料の免除 

6 居住登録やローンなどの手続きのための登録料免除 

7 配当税の免除 

 投資家のための優遇措置 

1 10年間の所得税免除 

2 建築資材、機械、設備、部品等の輸入関税免除 

3 自動車輸入関税の免除（乗用車 1台、2,000CC マイクロバス 1 台） 

4 経済特区を倉庫として利用する際の原材料の輸出入関税免除 

5 外国人専門家に対する所得税免除（IT 関連企業対象） 

6 配当税、ロイヤルティー、技術支援手数料の免除 

7 地方税免除 

8 宅地開発税免除 

9 土地移転登録料とローン手続きのための登録手数料の免除 

10 土地賃貸に関する印紙税免除 

11 付加価値税の免除 

 

 

8-4. 経済特区（EZ）の進出手続き 

経済特区庁（BEZA）のワンストップサービスを利用することができ、オンラインでの申請も可能とな

る予定であるが、システム開発などを行っており、最新の情報を入手する必要がある。 
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表 20：経済特区進出のための必要書類一覧 

 必要書類名 

部数 親会社レ

ターヘッ

ドへの印

刷 

事務所レ

ターヘッ

ドへの印

刷 

署名 

原本 

白黒

コピ

ー 

1 
経済特区入居申請書（付

録） 
1 - ○ - 代表者 

2 投資提案書購入の領収書 1 - - ○ 代表者 

3 
親会社の監査済み財務諸表

（過去3年分） 
- 1    

4 
金融機関からのソルベンシ

ー証明証（付録） 
1 - - - 代表者 

5 
国内外から借入を行うため

の銀行保証書 
- 1 - - 代表者 

6 
プロジェクトの技術的な詳

細や計画（付録） 
1 - - - 代表者 

7 土地開発マスタープラン 1 - - ○ 代表者 

8 事業計画 1 -   代表者 

9 
外国投資に関する報告書

（もしあれば） 
- 1   代表者 

10 
最新の所得税査定証明書/納

税申告書（過去3年分） 
- 1   代表者 

11 営業許可証（付録） - 1   代表者 

12 

基本定款（MOA）（付録2）

と附属定款（AOA）（付録

3） 

- 1   代表者 

13 
商業登記所（RJSC）登記承

認証（付録） 
- 1   代表者 

14 フォーム12（付録） - 1   代表者 

15 スケジュール 1 -   代表者 
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（付録 35）輸出加工区庁（BEPZA）長官宛の進出承認依頼レター（サンプル） 

PRIVATE & CONFIDENTIAL 

 

 

 

June 25, 2015 

 

Major General Mohd. Habibur Rahman Khan, ndc, psc 

Executive Chairman，   

Bangladesh Export Processing Zones Authority (BEPZA) 

House 19/D, Road 6, Dhanmondi, R/A.,Dhaka 

 CC ; Mr. Kei Kawano / Country Representative, JETRO 

 

 

 

Subject: Reservation for allotment of Factory Building-3 ( １ st,１ nd,and １ rd floor １ in AEPZ 

 

Dear Mr. Khan, 

 

With reference to the previous TS TECH letter dated on June 8, 2015, 

this is to inform you of TS TECH intention of reservation for obtaining allotment of Factory 

Building-3 (ground floor) in AEPZ addition to the above mentioned subject, in the event that  

the current occupant has canceled allotment of Factory Building-3 (ground floor). 

 

All other conditions stay same as description in the previous letter dated on June 8, 2015. 

 

Thank you very much for your attention. 

   

Sincerely yours, 

 

 

 

Kiyohiko Hamaguchi  

Senior Managing Officer 

Corporate Planning General manager 

TS TECH Co., Ltd. 

 

COMPANY LETTER HEAD

DATE

COMPANY 
NAME DATE

DATE

COMPANY 
NAME

NAME
POSITION
COMPANY NAME

NAME, POSITION

NAME OF EPZ
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（付録 36）BEPZA所定の形式による投資提案書（Project Proposal）（サンプル）１／５（付録 36）（付
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（付録 36）BEPZA所定の形式による投資提案書（Project Proposal）（サンプル）２／５ 
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（付録 36）BEPZA所定の形式による投資提案書（Project Proposal）（サンプル）３／５ 
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（付録 36）BEPZA所定の形式による投資提案書（Project Proposal）（サンプル）４／５ 
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（付録 36）BEPZA所定の形式による投資提案書（Project Proposal）（サンプル）５／５ 
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付録 37）経済特区入居申請書（サンプル）１／４ 
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（付録 37）経済特区入居申請書（サンプル）２／４ 
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（付録 37）経済特区入居申請書（サンプル）３／４ 
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（付録 37）経済特区入居申請書（サンプル）４／４ 
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（付録 38）プロジェクトの技術的な詳細や計画（サンプル）１／２ 
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（付録 38）プロジェクトの技術的な詳細や計画（サンプル）２／２ 
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9. 査証（VISA）取得と外国人労働者の労働許可証取得 

 

 

外国人投資家や外資系企業の従業員として働く外国人は、労働許可証（Work Permit）の取得が必要と

なる。労働許可証を取得できる VISAの種類は 2 種類（PI-VISAと E-VISA）あり、個人投資家 VISA

（Private Investor: PI-VISA）は、株主リストに名前の載っている投資家を対象に発行される。取得方法

は、どちらもほぼ同じ手続きとなる。現在、VISAの発行を担当している政府機関は、「バングラデシュ

投資庁（BIDA）」「輸出加工区庁（BEPZA）」「経済特区庁（BEZA）」「NGO 局（NGO Affairs 

Bureau）」の 4つである。 

バングラデシュに入国（ビジネスビザなど）後、支店・駐在員事務所、現地法人設立の手続きを完了

する。その後、登記証明書と在京バングラデシュ大使館宛て推薦状発行依頼書を作成し、雇用ビザ（E-

VISA）の申請を行う。雇用ビザで再度バングラデシュに入国し、BIDAからワークパーミットを取得す

る。その後、セキュリティ・クリアランスが完了すると 1 年間のワークパーミットを取得することがで

きる。扶養家族は、E-VISAもしくは Dependent-VISAを取得することができる。 

 

9-1. 就労査証（VISA）の取得 

下記の表 21 に示した必要書類は、労働許可証を取得する場合の就労査証（VISA）申請のために、在日

バングラデシュ大使館にて手続きを行う際に必要な書類である。在日バングラデシュ大使館のホームペ

ージ（http://bdembjp.mofa.gov.bd/index.php/general-information/?lang=ja）には、VISAに関する質問に対応

するための連絡先（メールアドレス「consular.bdembjp@mofa.gov.bd」や電話番号「03 3234 5801（内線

106,202）」）が記載されている。 

 

表 21：在日バングラデシュ大使館の就労 VISA取得手続きに必要な書類一覧 

 必要書類 

1 駐在員のパスポート 

2 駐在員のパスポート VISAページのコピー 

3 駐在員の証明写真 

4 駐在員任命レター（雇用契約書） 

5 駐在員の履歴書 

6 法人所得税納税証明書（最新） 

7 BIDAからの推薦状（付録 42） 

 

 

BIDAからの推薦状を取得するために必要な書類は下記の表 22に示した通りであり、全ての必要書類

に、代表者または駐在員の署名が必要である。BIDAの手続きは、現在は全てオンライン

（https://bidaquickserv.org）からの提出が可能である。 

 

表 22：BIDAの推薦状取得に関する必要書類一覧 

 必要書類 

1 BIDAの登録許可証（支店・駐在員事務所の場合）（付録） 

2 
基本定款（MOA）（付録 2）と附属定款（AOA）（付録 3）、商業登記所（RJSC）登記承認証

（付録）（現地法人の場合） 

http://bdembjp.mofa.gov.bd/index.php/general-information/?lang=ja
mailto:consular.bdembjp@mofa.gov.bd
https://bidaquickserv.org/


92 
 

3 駐在員任命に関する取締役会決議書（付録） 

4 駐在員のパスポートコピー（全ての使用済みページ） 

5 駐在員の証明写真 

6 駐在員任命レター（付録） 

7 駐在員の履歴書 

8 現地スタッフ採用の募集広告 

9 新事務所・現地法人の活動内容（付録） 

10 従業員リスト（最新）（給与の内訳も記載）（付録） 

11 初期投資としての 5 万ドル（支店・駐在員事務所）または資本金（現地法人）の振込証明書 

12 法人所得税納税証明書（最新） 

 

 

9-2. 労働許可証の取得 

在日バングラデシュ大使館で就労 VISAを取得した後、改めて労働許可証取得のために必要な書類を提

出する必要がある。設立した会社の所在地（輸出加工区（EPZ）、経済特区（EZ）、その他）によって

労働許可証を発行する管轄機関が異なるため、必要書類も管轄機関に随時確認する必要がある。 

 

表 23：労働許可証取得のための必要書類 

 必要書類 

輸出加工区 

（申請先：BEPZA）10 

経済特区（申請

先：BEZA）11 

その他（申請

先：BIDA） 

新規 更新 新規 更新 新規 更新 

1 BEPZA申請書 ○      

2 BEPZAからの推薦状 ○      

3 

就労 VISA・投資家 VISAを取得

した駐在員のパスポートコピー

（全ての使用済みページ） 

○ ○ ○ ○ ○ ○ 

4 駐在員の証明写真 ○    ○  

5 
駐在員任命レターまたは取締役会

決議書 
○    ○ ○ 

6 駐在員の履歴書 ○    ○  

7 現地スタッフ採用の募集広告 ○    ○  

8 法人所得税納税証明書（最新）  ○   ○ ○ 

9 
労働許可証延長申請または契約期

間延長のための取締役会決議書 
 ○    ○ 

10 
これまでに取得した労働許可証の

コピー 
 ○    ○ 

                                                      
10 労働許可証の新規発行は、有効期限 1年間で 2,500タカの手数料、更新時には、2年間の有効期限で 5,000タカの手

数料が発生する。また、新規発行時には、必要書類を 8部用意する必要がある。 
11 BEZAの外国人労働者に対する労働許可証の発行基準は、「特別な技術と知識を持った労働者で、現地労働者より

も優れた点を持つ者」とされている。新規発行は 1年間の有効期限であるが、更新時には 4年間の労働許可証が発行

される。VISA以外の必要書類に関する情報は未定。 
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11 
セキュリティ・クリアランス証明

証 
 ○    ○ 

12 
BIDA登録許可証（付録）（支

店・駐在員事務所の場合） 
    ○ ○ 

13 

基本定款（MOA）（付録 2）と附

属定款（AOA）（付録 3）、商業

登記所（RJSC）登記承認証（付

録）（現地法人の場合） 

    ○ ○ 

14 
新事務所・現地法人の活動内容

（付録） 
    ○  

15 
給与の内訳が記載された従業員リ

スト（最新）（付録） 
    ○  

16 

初期投資としての 5万ドル（支

店・駐在員事務所）または資本金

（現地法人）の振込証明書 

    ○  

17 BIDAからの推薦状（付録）     ○  

18 

バングラデシュ中央銀行からの許

可証（Section 18（A））（支店・

駐在員事務所の場合） 

     ○ 

19 
換金証明書（ Encashment 

Certificate）（最新）（付録） 
     ○ 
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（付録 39）労働許可証取得のための BIDAからの推薦状（サンプル） 

 

  Bangladesh Investment Development Authority (BIDA)
 Prime Minister's Office

Ref No: 180828-7175677-300 Date: 01 September 2018

  

Subject: Request for issuance of visa

Dear Sir/Madam, 

With reference to the above mentioned subject, it is to inform you that Setsuyo Astec Corporation  is a commercial/industrial unit registered

with the Bangladesh Investment Development Authority. The Company has requested for visa recommendation for the following expatriate :

Name : Yusuke Imagawa

Nationality : Japanese

Passport No : TZ1261308

Designation : Country Manager

Type of Visa required: E Type

It would be highly appreciated if you would kindly issue the desired visa in favour of the above-mentioned national on proper verification of

papers upon submission of application for the same.

The High Commissioner/Ambassador

High Commission/Embassy of the People's Republic of Bangladesh

Tokyo,Japan

 

  

Your Faithfully

( Md. Ariful Hoque )

Director (Commercial)

Phone : 9562546

Email : arif@boi.gov.bd

CC to:

For kind information and necessary action:

1. Senior Secretary, Ministry of Home Affairs, Bangladesh Secretariat,Dhaka

2. Director General, Department of Immigration and Passport, Dhaka

3. Mr. Motokazu Inaba,Chairman, Setsuyo Astec Corporation , Dhaka

The above mentioned foreign national may be advised to approach in Embassy/High Commission of Bangladesh in JAPAN with the copy of

his appointment letter and other related documments for obtaining E Type visa.You are also advised to apply for his/her work permit to

this Authority within 15 (fifteen) days after arrival in Bangladesh. The company shall be responsible for all action of the expatriate

during his/her stay in Bangladesh.

Bangladesh Investment Development Authority, Prime Minister's Office, Plot # E-6/B, Agargaon, Sher-E-Bangla Nagar, Dhaka-1207.
Phone : PABX 88-02-55007241-5, Fax : 88-02-55007238, E-mail : info@bida.gov.bd, Web :  www.bida.gov.bd

NUMBER

COMPANY NAME
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10. バングラデシュの税務・会計 

 

 

バングラデシュにおける税務制度は、1984 年に制定された所得税法（Income Tax Ordinance, 1984）に

基づいており、細かな規定に関しては、所得税規制 1984 年（Income Tax Rule, 1984）に規定されてい

る。国家歳入庁（NBR）から発行される通達によっても変更されるため、最新の情報を取得する必要が

ある。 

 

 

10-1. 法人所得税 

バングラデシュの法人所得税は、現地企業と外資企業の両者に課せられ、非上場企業の場合、35%の法

人税が適用される。また、経済特区などの特別な場所や一部の産業に対しては、免税・減税などの優遇

措置が講じられている。 

 

表 24：法人所得税の税率一覧 

対象産業・業種 税率 

上場企業 25% 

非上場企業 35% 

上場している金融業・保険業（商業用銀行以外） 40% 

上場していない金融業・保険業（商業用銀行以外） 37.5% 

商業用銀行 37.5% 

たばこ関連製品の製造企業 45% 

上場している携帯通信企業 40% 

上場していない携帯通信企業 45% 

縫製業 20% 

携帯電話通信事業 2%〜 

（出所：バングラデシュ国家予算 2019〜2020 年） 

 

〈法人所得税納税の詳細〉 

 法人所得が 60万タカ（法改正前は 40 万タカ）を超える場合、納税企業は前払い納税

（Advance Tax）を行う必要がある。中小企業に関しては、法人所得 50 万タカ（法改正前は 36

万タカ）を超える企業が対象。 

 インフラプロジェクトに従事する建設企業（2019 年 7月〜2024 年 6月の期間に設立）に対し

ては、初年度と 2 年目は、法人所得の 90%が免税対象となる。 

 1,000 万タカ以上の商品の購入に対する課税は、最大 5%の免税（セメント業、鉄鋼業に関して

は 3%）。 

 源泉税の控除については、輸出製品の補助金に対して 10%（法改正前は 3%）が課税対象とな

る。 
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10-2. 個人所得税 

バングラデシュの個人所得税は、海外での収入があるバングラデシュ居住者に対しても課せられ、バ

ングラデシュ以外の収入に対する所得税も同国で支払う規定となっている。また、バングラデシュに源

泉所得のある非居住者も対象となる。 

 

表 25：個人所得税の対象者とその税率 

年収額 税率 備考欄 

 250,000タカ未満の者 

 女性および 65歳以上の者（300,000タカ

未満） 

 身体障害者（400,000タカ未満） 

 戦争時にフリーファイターとして戦った

者（425,000タカ未満） 

非課税 
居住区によって最低代替税が課せられ、

左記の納税額が最低代替税を下回る場合

は、下記の税額を納付する必要上がる。 

 

ダッカ・チッタゴン市役所管轄地区：

5,000 タカ 

その他市役所管轄地区：4,000 タカ 

市役所管轄外の地区：3,000 タカ 

次の 400,000 タカまで 10% 

次の 500,000 タカまで 15% 

次の 600,000 タカまで 20% 

次の 3,000,000 タカまで 25% 

3,000,000 タカ以上 30% 

（出所：バングラデシュ国家予算 2019〜2020 年） 

 

※2020/21 年度予算（20年 6 月発表）で最低対象額の引き上げ、税率の引き下げが行われ以下となった。 

年収額 税率 

300,000タカ未満の者 非課税 

次の 400,000 タカまで 5% 

次の 700,000 タカまで 10% 

次の 1,100,000 タカまで 15% 

次の 1,600,000 タカまで 20% 

1,600,001 タカ以上 25% 

 

 

10-3. 付加価値税（VAT） 

付加価値税は、年間売上高によって税率が異なっており、以前は 800 万タカを基準に分けられていた

が、年間 3,000 万タカ以上の売上高に対して 15%の付加価値税の課税、それ以下の事業体には、4%の課

税が適用される。一般的には、一律で 15%の課税が講じられているが、下記の表 26に示したいくつかの

産業に対しては減税措置が講じられている。 

 

表 26：産業・業種別の付加価値税率一覧 

対象サービス名 付加価値税率 

ホテルやレストラン（エアコン無）、建設企業、家具製造業、調達業者、オークショ

ン商品の購入、遊園地、テーマパーク、既製品の販売、ソーシャルメディア、バーチ

ャルビジネスなど 

7.5% 
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バイクや車の修理・整備、Dockyard、印刷、競売、洗濯、シネマスタジオ、映画館、

映画配給、サービスセンター、セキュリティサービス、製材所、スポーツ施設、仕立

て屋、メンテナンス企業、宝くじ発券、社交クラブなど 

10.0% 

土地開発 3.0% 

医薬品の輸入 2.4% 

石油製品の輸入 2.0% 

建物の建設（1,600sqft 未満） 2.0% 

建物の建設（1,600sqft 以上） 4.5% 

（出所：国家歳入庁（NBR）） 

 

〈付加価値税に関する詳細〉 

 基本的に毎月の納税が義務付けられ、納税後には、政府からの領収書としてチャラン

（Challan）が発行される。 

 課税仕入れに係る消費税（仮払消費税）は、納税申告によって控除される場合がある。 

 経済特区（EZ）、官民パートナーシップ（PPP）プロジェクト、輸出志向産業など、政府の優

先産業・プロジェクトに対しては、免税措置が講じられている。 

 上記の優先プロジェクト以外にも、1kgあたり 150 タカの手作り菓子（パン、ビスケット、ケ

ーキなど）、女性起業家によって運営される事業所の家賃、農業機械、に対して免税措置が講

じられている。 

 新たな法律により、テレビ番組、YouTube、Facebook などを通じて配信されるエンターテイメ

ント番組も課税の対象となっている。 

 

10-4. 関税（Customs Tax） 

バングラデシュの輸入関税には、下記の 6 種類があり、1969 年関税法（Customs Act, 1969）に定められ

ている。 

 

表 27：バングラデシュの関税一覧 

 課税項目 税率 

1 一般関税（Customs Duty） 0-25% 

2 調整税（Regulatory Duty） 5% 

3 補足税（Supplementary Duty） 10-500% 

4 付加価値税（Value Added Tax） 15% 

5 前払所得税（Advanced Income Tax） 5% 

6 前払貿易付加価値税（Advanced Trade VAT） 4% 
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11. 事業にかかる主な費用 

 

 

事業にかかる主な費用には、「拠点設立費用」「関連機関への登録・更新料」「公共料金」「人件

費」などが挙げられる。安価で豊富な労働力が魅力的との見方もあるバングラデシュだが、表 28示した

ように、2018 年には最低賃金が引き上げられており、例えば、縫製業の最低賃金は、階級毎に下記のよ

うな内訳となっている。 

 

表 28：バングラデシュの階級別最低賃金（縫製業） 

（バングラデシュタカ） 

階級 基本給 

住宅手当

（基本給の

50%） 

医療手当 交通費手当 食費手当 合計賃金 

主任 10,436 5,218 600 350 900 17,504 

整備技師など 8,514 4,257 600 350 900 14,621 

シニア作業員 5,152 2,576 600 350 900 9,578 

縫製作業員 4,930 2,465 600 350 900 9,245 

ジュニア作業員 4,670 2,335 600 350 900 8,855 

一般作業員 4,366 2,183 600 350 900 8,399 

補助員 4,100 2,050 600 350 900 8,000 

（出典：Gazette, 2018 年 10月 8日付） 

 

また、比較的転職率が高く、最低賃金での雇用では継続的な勤務に繋がりにくい傾向があり、外資系

企業は特に、最低賃金よりも高額な給与を支給している企業も多いため、安価な労働力以外にも、同国

へ進出する利点を考慮する必要がある。バングラデシュの首都ダッカ県における投資にかかる主な費用

は、表 29に示した通りである。 

 

表 29：事業にかかる主な費用などの費用一覧 

（1ドル=84 バングラデシュタカ） 

比較項目 対象 米ドル 
バングラデシュ

タカ 
備考欄 

拠点設立 

商業登記所

（RJSC） 

登録（授権資本金額

1,000万タカ未満） 
78.2 6,570 

定款登録書式料

含む。 登録（授権資本金額

1,000万タカ以上） 
209.1 17,570〜 

バングラデシ

ュ投資開発庁

（BIDA） 

登録（支店・駐在員事務

所） 
297.6 25,000  

登録（現地法人） 

【投資額】 

①〜100万タカ 

②101〜250万タカ 

①59.5 

②119.0 

③297.6 

④595.2 

①5,000 

②10,000 

③25,000 

④50,000 
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③251〜500万タカ 

④501〜1,000万タカ 

⑤1,001万タカ以上 

⑤1,190.4 ⑤100,000 

輸入許可証 

【年間輸入

額】 

①250万タカ 

②500万タカ 

③1,000万タカ 

④5,000万タカ 

⑤5,000万タカ

以上 

登録 

①119.0 

②214.2 

③357.1 

④535.7 

⑤714.2 

①10,000 

②18,000 

③30,000 

④45,000 

⑤60,000 

 

更新 

①71.4 

②119.0 

③178.5 

④261.9 

⑤357.1 

①6,000 

②10,000 

③15,000 

④22,000 

⑤30,000 

 

輸出許可証 登録 83.3 7,000  

輸出許可証 更新 59.5 5,000  

営業許可証 136.9 11,500 

資本金 1,000万

タカ未満の場

合。それ以上の

資本金額は、登

録料も増額。 

ワークパーミット（年額） 59.5 5,000  

登録・更新 

ダッカ商工会

議所（DCCI）

会員 

会員登録（正会員） 343.4 28,850  

更新（正会員） 117.2 9,850  

会員登録（準会員） 269.6 22,650  

更新（準会員） 79.1 6,650  

日本バングラ

デシュ商工会

議所（JBCCI） 

会員登録（正会員） 357.1 30,000  

更新（正会員） 238.0 20,000  

BASIS 

会員登録（正会員） 238.0 20,000  

更新（正会員） 119.0 10,000  

会員登録（準会員） 119.0 10,000  

更新（準会員） 59.5 5,000  

産業用地お

よび工場建

設 

 

 

輸出加工区

（EPZ） 

㎡あたりの土地賃貸（年

額） 

2.20 184.8 

ダッカ、チョッ

トグラム、コミ

ラ、アダムジ

ー、カルナフリ 

1.25 105 

モングラ、イシ

ュワルディ、ウ

ットラ 

㎡あたりの工場賃貸（月

額） 
2.75 231 

ダッカ、チョッ

トグラム、コミ

ラ、アダムジ

ー、カルナフリ 
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1.60 134.4 

モングラ、イシ

ュワルディ、ウ

ットラ 

経済特区

（EZ）（契約

年数 50年） 

㎡あたりの土地賃貸（整

地済み）（年額） 
1.50 126  

㎡あたりの土地賃貸（未

整地）（年額） 
0.75 63  

㎡あたりの土地賃貸（ス

ペシャルインフラ）（年

額） 

0.90 75.6  

㎡あたりの土地賃貸（整

地済み）（一括） 
2.76 231.84  

㎡あたりの土地賃貸（未

整地）（一括） 
1.38 115.92  

㎡あたりの土地賃貸（ス

ペシャルインフラ）（一

括） 

1.587 133.30  

公共料金 

輸出加工区 

電気 0.106/Kwh 8.97/Kwh 

民間企業の自家

発電も認められ

ている。 

上下水道（月額） 0.395 33.21 Per CM  

ガス（月額） 0.101 8.54 Per CM  

電話回線（月額） 8.928〜 750〜 
利用時間によっ

て増額。 

インターネット回線（月

額） 
10.714〜 900  

経済特区 

電気 配給金額 + 5%  

上下水道（月額） 水道局からの配給金額 + 5%  

ガス（月額） 配給金額+ 5%  

電話回線（月額） 8.928〜 750〜 
利用時間によっ

て増額。 

インターネット回線（月

額） 
10.714 900  

その他の地区 

電気 0.091-0.090 7.66-7.57/Kwh  

上下水道（1,000リット

ル） 
0.440 37.04  

ガス（月額）    

電話回線（月額） 8.928〜 750〜 
利用時間によっ

て増額。 

インターネット回線（月

額） 
10.714 900  

人件費 
輸出加工区

（ワーカー） 

見習い 76.22 6402.48 
基本給+住居手

当 50%+医療手

当 1,450タカ

（定額）。食費ヘルパー 100.00 8400 
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ジュニア・オペレーター 110.98 9322.32 
や交通費は企業

の采配に任され

ている。 
オペレーター 116.46 9782.64 

シニア・オペレーター 121.95 10243.8 

熟練工 182.32 15314.88 

輸出加工区・

経済特区外 

ワーカー 

（一般工職） 
95.2〜 8,000〜  

エンジニア 

（中堅技術者） 
357.1〜 30,000〜  

中間管理職 

（課長クラス） 
476.1〜 40,000〜  

店舗スタッフ 

（アパレル） 
142.8〜 12,000〜  

店舗スタッフ（飲食） 119.0〜 10,000〜  

非製造業スタッフ 

（一般職） 
238.0〜 20,000〜  

非製造業マネージャー

（課長クラス） 
833.3〜 70,000〜  

移動費 

レンタカー（一日） 95.2 8,000  

国内航空費（片道） 59.5〜 5,000〜  

長距離バス運賃（片道） 17.8 1,500  

鉄道運賃（片道） 9.5 800  
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